
基本 力

金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 22 34,223 34,245

令和 6年度実績 0 0 0 1,049 34,698 35,747

成果指標名 自主防災訓練回数 単位 件

計画 15 計画 22

・

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 30
実績 20 実績 60

成果指標名 市民防災リーダー数（累計） 単位 人

計画 1,080 計画 1,160
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,240

実績 953 実績 986

災

成果指標名 災害ボランティアコーディネーター数（累計） 単位 人

計

所

画 300 計画 330
令

　

和 5年度 令和 6年

　

度 令和 7年度計画 3

属

60
実績 282 実績 2

1

82

防災行政無線（同

0

報系）及び市メール配

3

信サービス等を活用し

害

0

、災害情報等を市民に

0

配信し周知を図った。

0

自
実　績

主防災組織連

危

絡協議会により、３カ

機

年計画で地区防災計画

管

を策定することで地域

理

の防災力向上に努めた

課

。

災害ボランティアコ

会

ーディネーター数につ

　

いて、令和６年度は講

対

計

座に代わり各自主防災

1

組織による地区防災計

一

理　由
画の策定を行っ

般

たため、現状維持とな

会

った。

自主防災組織や

計

消防団をはじめ、市民

科

に地域防災センターを

　

有効活用してもらい防

目

災・減災活動の促進を

0

図る
今後の取組

ことで

応

2

、地域防災力の強化を

0

目指す。

105 総務費・総

力

務管理費・財産管理費

を

事　業 130100 新

高

燃岳災害対策基金積立

め

事業費(共通)

平成2

施 ま

3年１月の新燃岳噴火

す

に際して、平成24年

【

度に新燃岳災害対策基

方

金を創設した。原資は

針

、県からの支援金

2,

】

000千円及び住民等

１

からの義援金2,86

地

1千円。基金管理を行

域

い、新燃岳の噴火等に

防

よる災害時に迅速かつ

策

災

的確

に対応する。

事業

の

概要

預金利子を積み立

自

てる。

期間目標

国庫支

助

出金 県支出金 地方債 そ

、

の他 一般財源 事業費計

共

（千円）

令和 5年度

助

実績 0 0 0 0 0 0

令和

に

 6年度実績 0 0 0 0

よ

0 0

成果指標名 利子積

る

立額 単位 円

計画 1,0

４

体

00 計画 1,000
令

制

和 5年度 令和 6年

の

度 令和 7年度計画 1

確

,000
実績 66 実績

立

67

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年

－

度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

利子額の積立
実　績

基金管理を行い、新燃岳の噴火等による災害時に迅速かつ的確に対応する。
理　由

利子額の積立及び発災時の速やかな対応を行う。
今後の取組

１

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 0

　

20114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 010100 地域防災対策費(共通)

地域防災計画に基づき、総合的かつ計画的な防災行政を推進する。

小林市地域防災センターの運営を行うとともに、市民防災リーダー養成研

防

修会や担い手育成講座等の人材育成

、各地域における防災訓練及び地区防災計画作成の支援等を行い、自主防災組織の担い手育成及び活動強化を

事業概要 図る。

小林市地域防災センターを拠点とし、市民防災リーダー及び災

災

害ボランティアコーディネーターを養成し、自

期間目標 主防災組織の担い手育成や地区防災力が強化された状態を目指す。さらに、住民相互の協力体制を整え、地域

が主体となった身近な防災体制の構築を目指す。

国庫支出
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基本 力

令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

本年度は、紙屋地区の公民館敷地に設置してある屋外スピーカー１基の撤去を行った。
実　績

事前協

・

議の中で、関係者との理解を早期に得て、速やかな事業施行を図ったため。
理　由

残り9件を計画的に適宜、撤去していく。
今後の取組

災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

020100 地域防災

高

対策費（臨時）(共通

め

)

災害発生または発生

施 ま

の恐れがあるときに災

す

害対策本部等を設置し

【

、迅速かつ的確な対応

方

を行う。

また、計画的

針

な食料等の備蓄品を整

】

備する。

事業概要

災害

１

時の被災を最小限に抑

地

える。

期間目標

国庫支

域

出金 県支出金 地方債 そ

防

の他 一般財源 事業費計

策

災

（千円）

令和 5年度

の

実績 0 0 0 0 297 2

自

97

令和 6年度実績

助

0 0 0 8,962 65

、

1 9,613

成果指標

共

名 備蓄計画に基づく実

助

績 単位 %

計画 100 計

に

画 100
令和 5年度

よ

令和 6年度 令和 7

る

年度計画 100
実績 1

４

体

00 実績 100

活動指

制

標名 単位

計画 0 計画 0

の

令和 5年度 令和 6

確

年度 令和 7年度計画

立

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

能登町からの要望に応じて支

－

援したブルーシートや簡易トイレ用凝固剤の補充整備や、計画的な非常食などの
実　績

整備を行った。

備蓄計画に基づいた整備を実施できた。
理　由

備蓄品について、今後も継続して整備を進めていく。
今後の取組

１

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一

　

般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 020400 地域防災対策費（臨時）(野尻)

屋外スピーカーについては、令和５年度から令和11年度の６年計画で順次撤去を進めていく。

八木アンテナについ

防

ては、ＢＴＶ等の他の電線も一緒になっているものも多く、撤去の要望があった際に、都

度撤去をしていく。

事業概要

令和５年度から令和11年度まで

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令

災

和 5年度実績 0 0 0 0 924 924

令和 6年度実績 0 0 0 0 649 649

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度
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基本 力

を支出した。
実　績

新型コロナウイルス感染症の５類移行後、キャラバン隊が活動を再開したことによる。
理　由

協議会他自治体会員の活動等を参考に平和行政の推進等を行っていく。
今後の取組

・災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

050100 自衛官募

高

集事務事業費(共通)

め

自衛隊宮崎地方協力本

施 ま

部等と連携し自衛官募

す

集活動を行うとともに

【

、西諸地域合同でえび

方

の駐屯地の存続・拡

充

針

要望活動を行う。

事業

】

概要

自衛官候補生　4

１

0人

期間目標

国庫支出

地

金 県支出金 地方債 その

域

他 一般財源 事業費計 （

防

千円）

令和 5年度実

策

災

績 0 18 0 0 3 21

令

の

和 6年度実績 8 0 0

自

0 158 166

活動指

助

標名 自衛隊への入隊人

、

数 単位 人

計画 10 計画

共

10
令和 5年度 令和

助

 6年度 令和 7年度

に

計画 10
実績 10 実績

よ

11

活動指標名 単位

計

る

画 0 計画 0
令和 5年

４

体

度 令和 6年度 令和 

制

7年度計画 0
実績 0 実

の

績 0

活動指標名 単位

計

確

画 0 計画 0
令和 5年

立

度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

自衛隊入隊者は11名であった。
実　績

全国的に自衛隊の入隊者は減少しており、厳

－

しい状況が続いているが、広報・啓発に努めたことによるもの。
理　由

今後も引き続き広報・啓発に努め、支援していく。
今後の取組

１

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 070100 平和行政推進事業費

　

(共通)

日本非核宣言自治体協議会総会等において、核兵器廃絶や平和行政に関する情報収集に取り組み、市民へ向け

た啓発活動を行う。

事業概要

市民の平和行政推進に対する意識の高揚

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債

防

その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 40 40

令和 6年度実績 0 0 0 0 40 40

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0

災

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

原水禁キャラバン隊の受入れを行った。日本非核宣言自治体協議会分担金
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基本 力

実績 0 実績 0

災害支援金の支出
実　績

災害支援金の支出により、能登町の早期復旧に向けた支援を行うことができたため。
理　由

事業完了
今後の取組

・災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

080100 国民保護

高

推進事業費(共通)

必

め

要に応じて国民保護協

施 ま

議会を開催し、国民保

す

護計画の一部改定を行

【

うとともに、Ｊアラー

方

トの適切な運用を

図る

針

。

 

事業概要

Ｊアラー

】

トの適切な運用。必要

１

に応じた国民保護計画

地

の一部改定。

期間目標

域

国庫支出金 県支出金 地

防

方債 その他 一般財源 事

策

災

業費計 （千円）

令和 

の

5年度実績 0 0 0 0 3

自

38 338

令和 6年

助

度実績 0 0 0 0 290

、

290

活動指標名 シス

共

テムの適正な管理 単位

助

回

計画 1 計画 1
令和 

に

5年度 令和 6年度 令

よ

和 7年度計画 1
実績

る

1 実績 1

活動指標名 単

４

体

位

計画 0 計画 0
令和 

制

5年度 令和 6年度 令

の

和 7年度計画 0
実績

確

0 実績 0

活動指標名 単

立

位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

平常時及び国の情報伝達試験等を通じて、Jアラートの適

－

切な運用を行った。
実　績

武力攻撃事態等から市民の生命・財産を守るため。
理　由

市民の生命・財産を守るため、引き続き適切な運用を行う。
今後の取組

１

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 030401 民生費・災害救助費・災害救助費

事　業 01

　

0100 災害支援事業費(共通)

ふるさと納税制度を利用して本市が能登町の代理で受け付けた寄附金（経費を除く。）を、災害支援金として

能登町に支出する。

・災害支援金　32,106,465円

事業概要

迅速に支援

防

金を支出する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 72,840 72,840

令和 6年度実績 0 0 0 0 32,106 32,106

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

災

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
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基本 力

6年度実績 0 0 0 0 1,942 1,942

活動指標名 輸送回数 単位 回

計画 5 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 5 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績

・

0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和６年能登半島地震にて被災した能登町からの要望に応じ、宮崎県トラック協会を通じて災害支援物資を１
実　績

回輸送し

災

た。

能登半島地震による支援要請は令和５年度に５回、令和６年度

所

の支援要請は１回であ

　

った。
理　由

被災市町

　

村の状況を把握し、要

属

望に応じた災害支援物

1

資を輸送することによ

0

り、災害からの早期復

0

興を図る。
今後の取組

害

500 総務課 会　計 1

対

一般会計

科　目 030

応

401 民生費・災害救

力

助費・災害救助費

事　

を

業 010100 災害支

高

援事業費(共通)

被災

め

した能登町では、災害

施 ま

対策本部や被災業務の

す

人員が不足しているこ

【

とから、２名の職員を

方

１年間のスケジ

ュール

針

で派遣し、長期化が予

】

想される災害業務につ

１

いて、能登町職員の業

地

務支援を行う。

事業概

域

要

継続的に職員派遣を

防

行う。

期間目標  

国庫

策

災

支出金 県支出金 地方債

の

その他 一般財源 事業費

自

計 （千円）

令和 5年

助

度実績 0 0 0 0 4,9

、

85 4,985

令和 

共

6年度実績 0 0 0 0 4

助

05 405

活動指標名

に

令和６年１月～３月の

よ

継続的な職員派遣 単位

る

人

計画 15 計画 0
令和

４

体

 5年度 令和 6年度

制

令和 7年度計画 0
実

の

績 17 実績 0

活動指標

確

名 単位

計画 0 計画 0
令

立

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

－

実績 0 実績 0

能登半島沖地震発生直後は、３人ずつ２週間交代の短期派遣を行ったところであるが、令和６年度は能登町の
実　績

要望もあり、土木技師２名の長期派遣を行った。派遣職員は、道路を中心とした復旧業務を担

１

っている。

能登町から派遣依頼を受けた業務に従事することで、能登町の災害復旧に向けた応急的業務に大きく寄与した
理　由

。

令和７年度も能登町と協議を続け、復旧・復興に向けて必要となる支援を行う。
今後の取組

　

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

防

科　目 030401 民生費・災害救助費・災害救助費

事　業 010100 災害支援事業費(共通)

大規模災害により被災した市町村へ、飲料水、食料品やブルーシート等、避難生活や復旧作業に必要な物資を

提供し、早期の

災

復旧を図る必要がある。

事業概要

被災市町村からの要望に応じた災害支援物資を購入し輸送する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 6,397 6,397

令和 
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基本 力・災

所　　属 500

害

500 地域振興課（須

対

木庁舎） 会　計 1 一般

応

会計

科　目 07010

力

1 土木費・土木管理費

を

・土木総務費

事　業 0

高

70300 河川等管理

め

事業費(須木)

県河川

施 ま

本庄川の下田地区に県

す

が設置している水門が

【

２箇所ある。

河川水位

方

が上昇し排水路へ逆流

針

すると、近隣住民の生

】

活環境に影響が生じる

１

ため、永田地区に管理

地

を委託する

。

事業概要

域

水位上昇に伴う逆流を

防

未然に防ぎ、住民の安

策

災

全な生活環境を守る。

の

期間目標

国庫支出金 県

自

支出金 地方債 その他 一

助

般財源 事業費計 （千円

、

）

令和 5年度実績 0

共

229 0 0 0 229

令

助

和 6年度実績 0 24

に

2 0 0 0 242

活動指

よ

標名 水門操作委託箇所

る

数 単位 箇所

計画 2 計画

４

体

2
令和 5年度 令和 

制

6年度 令和 7年度計

の

画 2
実績 2 実績 2

活動

確

指標名 単位

計画 0 計画

立

0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計

－

画 0
実績 0 実績 0

水門操作の委託を2箇所行い、近隣住民への影響は無かった。
実　績

大雨時の水門操作を適期に行った。
理　由

大雨時の水位上昇に伴う逆流を未然に防ぎ、住民の安全な生活環境を守るため、引き続き水門

１

操作委託を2箇
今後の取組

所実施していく。

　防災
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基本 力

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 080102 消防費・消防費・非常備消

・

防費

事　業 020100 消防団運営事業費（臨時）(共通)

小林市消防団車両整備計画に基づき、老朽化した消防ポンプ自動車や小型ポンプ等の装備品の更新を行う。

次期更新車両　第10分団第5部　消防ポンプ自動車　

災

3.5t未満仕様

R5以降の更新については、消防ポンプ自動車及

所

び小型ポンプの状態を

　

注視し長寿命化を図る

　

。

事業概要

R5以降の

属

更新については、消防

1

ポンプ自動車及び小型

0

ポンプの状態を注視し

3

長寿命化を図る。

期間

害

0

目標 第10分団第5部

0

（令和7年度で20年

0

経過）の消防ポンプ自

危

動車の更新

国庫支出金

機

県支出金 地方債 その他

管

一般財源 事業費計 （千

理

円）

令和 5年度実績

課

0 0 0 0 373 373

会

令和 6年度実績 0 0

　

0 0 0 0

活動指標名 整

対

計

備計画による計画的な

1

整備（消防団の活動服

一

の更新） 単位 着

計画 0

般

計画 0
令和 5年度 令

会

和 6年度 令和 7年

計

度計画 420
実績 0 実

科

績 0

活動指標名 整備計

　

画による計画的な整備

目

（消防車） 単位

計画 0

0

計画 0
令和 5年度 令

応

8

和 6年度 令和 7年

0

度計画 0
実績 0 実績 0

1

活動指標名 単位

計画 0

0

計画 0
令和 5年度 令

2

和 6年度 令和 7年

消

度計画 0
実績 0 実績 0

防

車検や6ヶ月点検等を

費

行い、適正な管理を行

・

った。
実　績

定期的に

消

車両や備品の点検等を

力

防

行い、適正な管理を図

費

ったことによる。
理　

・

由

消防団員及び団員の

非

家族の負担軽減、操法

常

大会の開催等とあわせ

備

て方向性を検討し、更

消

新に向けて取り組んで

防

今後の取組
いく。

費

事

を

　業 010100 消防

高

団運営事業費(共通)

め

消防団員の確保に向け

施 ま

た取り組みを行うとと

す

もに、火災・風水害な

【

どへの出動対応、訓練

方

や講習会参加などに

よ

針

り技術習得、資機材整

】

備等に取り組み、初動

２

体制の確立を図り大規

消

模災害等緊急時に備え

防

る。

・夏季特別点検消

団

防操法大会、宮崎県消

策

員

防協会西諸支部操法大

の

会の実施（R6年度）

確

事業概要 ・消防団員の

保

確保及び処遇改善に引

及

き続き取り組む。

消防

び

団員の確保に向けた取

消

り組みを行い、初動体

防

制の確立を図り大規模

資

災害等緊急時に備える

機

。

期間目標 ・宮崎県消

４

材

防協会西諸支部及び県

等

南ブロックの事務局（

の

R4～5年度：小林市

整

、R6～7年度：えび

備

の市、R8～9年

度：高原町）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 407 0 3,797 7

－

7,571 81,775

令和 6年度実績 0 446 0 10,075 77,876 88,397

活動指標名 消防団員の定員充足率 単位 ％

計画 97 計画 98
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 100

実績 93.60 実績

１

92.50

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

消防団と消防協力会の連携により

　

、新入団員確保に努め、各部担当区の行事参加やこばやし秋祭りパレード等
実　績

の自主的参加などで消防団啓発活動を行ったが、目標には至らなかった。充足率：492人/532人＝92.5％

消防団や消防協力会との

防

連携により新入団員確保に努めているが、少子化の進展に伴う人口減少に加え、若年
理　由

層の価値観の変化などが起因して、若年層の地元団員数が減少している。

平成30年度にまとめた団員確保策（各部等の定数の見直

災

し、団員及び団員家族の負担軽減の実施、消防協力会
今後の取組

補助金の見直し等）や機能別消防団を含む支援団員への勧誘を進めながら、引き続き団員確保を図っていく。
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基本 力

財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 11,500 0 58 11,558

令和 6年度実績 0 0 33,700 0 1,359 35,059

活動指標名 設備計画による消防詰所の改築 単位 箇所

計画 0 計画 1
令和 5年度 令和

・

 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 1

活動指標名 防火水槽の設置 単位 基

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画

災

0
実績 0 実績 0

整備計画に基づき、第7分団第5部詰所の移転新築

所

を完了した。また、消

　

火栓設置（更新・新規

　

）に係る負担金
実　績

属

6基分を負担した。

当

1

初の予定どおり、第7

0

分団第5部詰所の移転

3

新築を完了した。
理　

害

0

由

詰所改築については

0

、地域の実情等を考慮

0

しながら引き続き整備

危

計画に基づき整備を実

機

施していく。
今後の取

管

組

理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

80103 消防費・消

力

防費・消防施設費

事　

を

業 010100 消防施

高

設維持補修事業費(共

め

通)

施設の経年劣化に

施 ま

よる機能回復を図り、

す

消防施設の維持管理や

【

修繕、消防団訓練広場

方

の草刈り等を実施する

針

。

事業概要

火災や自然

】

災害等の発生における

２

迅速かつ的確な対応が

消

できるよう、施設の経

防

年劣化による機能回復

団

を図る。

期間目標

国庫

策

員

支出金 県支出金 地方債

の

その他 一般財源 事業費

確

計 （千円）

令和 5年

保

度実績 0 0 0 0 2,2

及

51 2,251

令和 

び

6年度実績 0 0 0 0 1

消

,707 1,707

活

防

動指標名 単位

計画 0 計

資

画 0
令和 5年度 令和

機

 6年度 令和 7年度

４

材

計画 0
実績 0 実績 0

活

等

動指標名 単位

計画 0 計

の

画 0
令和 5年度 令和

整

 6年度 令和 7年度

備

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

消防施設の適切な維持管

－

理を実施した。
実　績

消防施設の適切な維持管理や修繕、訓練広場の草刈り等を実施した。
理　由

引き続き消防施設を適切に維持管理することにより、緊急時の消防団の初動体制を確保し、被災を最小限に抑
今後の取組

える

１

。

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般

　

会計

科　目 080103 消防費・消防費・消防施設費

事　業 020100 消防施設整備事業費(共通)

消防団詰所整備計画に基づき消防団詰所の移転・改築を行う。また、消防水利の不足する箇所に防火水槽の整

備、消火栓

防

の設置を行う。（R5～R7）

・第7分団第5部詰所移転新築工事に伴う土地売買、測量設計（R4）

事業概要 ・第7分団第5部詰所移転新築工事に伴う土地造成工事、実施設計（R5）

・第7分団第5部詰所移転新築工事

災

（R6）

次回更新予定　第2分団（時期未定）

消防団詰所整備計画に基づき消防団詰所の移転・改築を行う。

期間目標 消防水利の不足する箇所に防火水槽の整備、消火栓の設置を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般
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基本 力

事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 58 58

令和 6年度実績 0 0 0 0 54 54

活動指標名 法令講習・交通安全教室・啓発活動等の実施 単位 回/年

計画 10 計画 10
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10

・

実績 6 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

交通安全

所

運動キャンペーン等に

災

　

係るＰＲや飲酒運転撲

　

滅のぼり旗の掲揚等を

属

各地区で行った。また

1

、ほぜまつ
実　績

りに

0

て啓発活動を実施した

3

。

啓発活動の実施によ

0

り、住民に向けた周知

0

を行えた。
理　由

須木

0

地区における交通安全

危

運動、飲酒運転根絶の

害

機

啓発活動を行う。
今後

管

の取組

理課 会　計 1 一般

対

会計

科　目 02011

応

2 総務費・総務管理費

力

・交通安全対策費

事　

を

業 010100 交通安

高

全対策事業費(共通)

め

警察、交通安全協会、

施 ま

交通指導員会などの関

す

係機関や団体との連携

【

を強化し、街頭キャン

方

ペーンの実施、各種

イ

針

ベント時における講話

】

やチラシ・グッズの配

３

布など、あらゆる機会

交

を通じて地域住民の交

通

通安全意識の高揚

を図

安

る。

事業概要

交通事故

策

全

発生件数の減少及び交

意

通事故死亡者数ゼロ

期

識

間目標

国庫支出金 県支

・

出金 地方債 その他 一般

防

財源 事業費計 （千円）

犯

令和 5年度実績 0 0

意

0 0 3,723 3,7

識

23

令和 6年度実績

の

0 0 0 0 3,457 3

高

,457

活動指標名 交

４

揚

通事故発生件数 単位 件

計画 185 計画 180
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 175

実績 137 実績 128

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

－

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

交通安全・防犯啓発活動期間をはじめ、令和6年度は安心安全まちづくり大会を開催し交通事故に対する意識
実　績

高揚を図るなど、年間を通して関

１

係機関と連携し市民への啓発活動を行った。

交通安全キャンペーンなどの街頭指導やパトロールを警察等関係機関と連携し実施した。また、広報紙や市メ
理　由

ール配信サービス及び市公式LINEでの交通安全啓発活動に

　

より、交通事故発生件数は減少した。

今後も警察や関係機関等と連携し啓発活動を行っていく。特に高齢者の交通事故が減少するよう取り組んでい
今後の取組

く。

防

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020112 総務費・総務管理費・交

災

通安全対策費

事　業 010300 交通安全対策事業費(須木)

須木地区における交通安全運動、飲酒運転根絶などの啓発活動を行う。

事業概要

交通事故・死亡事故等の根絶

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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基本 力

、青パト車

によるパトロールなど、あらゆる機会を通じて地域住民の防犯意識の向上を図る。

　

事業概要

犯罪発生件数の減少

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 54

・

4 11,416 11,960

令和 6年度実績 0 0 0 323 12,538 12,861

成果指標名 防犯灯補助件数 単位 基

計画 45 計画 45
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 45

実績 46 実績

所

32

活動指標名 単位

計

災

　

画 0 計画 0
令和 5年

　

度 令和 6年度 令和 

属

7年度計画 0
実績 0 実

6

績 0

活動指標名 単位

計

0

画 0 計画 0
令和 5年

0

度 令和 6年度 令和 

5

7年度計画 0
実績 0 実

0

績 0

防犯灯補助件数は

0

、器具取替：32基で

地

あった。
実　績

区及び

害

域

各組からの相談、申請

振

に基づき適切な対応を

興

行い、防犯灯のⅬＥＤ

課

化補助を行っている。

（

器具の交換が
理　由

進

野

み申請件数は減少傾向

尻

にある。

防犯灯の器具

庁

取替補助及び防犯キャ

舎

ンペーン等を継続し、

）

市民の防犯に対する意

対

会

識高揚を図る。
今後の

　

取組

計 1 一般会計

科　

応

目 020112 総務費

力

・総務管理費・交通安

を

全対策費

事　業 010

高

400 交通安全対策事

め

業費(野尻)

小林地区

施 ま

交通安全協会野尻支部

す

への事業に要する補助

【

〇町内在住者対象の法

方

令講習

〇年４回の交通

針

安全運動期間に、街頭

】

指導やノボリ旗の掲揚

３

、交通安全キャンペー

交

ンの実施

事業概要

小林

通

地区交通安全協会野尻

安

支部への補助を通して

策

全

交通死亡事故の撲滅、

意

交通事故の減少を目指

識

す。

期間目標

国庫支出

・

金 県支出金 地方債 その

防

他 一般財源 事業費計 （

犯

千円）

令和 5年度実

意

績 0 0 0 0 190 19

識

0

令和 6年度実績 0

の

0 0 0 190 190

活

高

動指標名 交通安全キャ

４

揚

ンペーン等 単位 回

計画 4 計画 4
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4

実績 1 実績 4

活動指標名 法令講習 単位 回

計画 1 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

－

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

交通死亡事故撲滅を目指し、安全意識の高揚を図るため法令講習会を開催した。また、各季節の交通安全運動
実　績

期間中には、各地区の沿道に｢のぼり旗｣を掲揚

１

するとともにチラシやキャンペーングッズの配布等を行った。

交通安全を啓発するのぼり旗の購入や各種キャンペーン、法令講習会、交通安全祈願祭等を実施し交通安全の
理　由

啓蒙を行うことで、交通死亡事故の撲滅、交

　

通事故の減少を目指しているため。

高齢化による組織の弱体化が危惧される。住民も高齢者が増加しているため、被害者・加害者どちらにもさせ
今後の取組

ない取組が継続して必要である。近年、高齢者による事故が増加し

防

ているため、特に対策を強化する。

所　　属 10

災

3000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 030100 防犯対策費(共通)

警察、地区防犯協会などの関係機関や団体との連携を強化し、防犯キャンペーンや防犯講話の実施
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基本 力・

所

災

　　属 103000 危

害

機管理課 会　計 1 一般

対

会計

科　目 02011

応

4 総務費・総務管理費

力

・諸費

事　業 0401

を

00 防犯対策費（臨時

高

）(共通)

通学路等の

め

安全を確保するため安

施 ま

全灯を設置する。

事業

す

概要

安全灯新規設置　

【

60基

期間目標

国庫支

方

出金 県支出金 地方債 そ

針

の他 一般財源 事業費計

】

（千円）

令和 5年度

３

実績 0 0 0 0 660 6

交

60

令和 6年度実績

通

0 0 0 0 546 546

安

活動指標名 安全灯設置

策

全

数 単位 基

計画 20 計画

意

20
令和 5年度 令和

識

 6年度 令和 7年度

・

計画 20
実績 9 実績 1

防

2

活動指標名 単位

計画

犯

0 計画 0
令和 5年度

意

令和 6年度 令和 7

識

年度計画 0
実績 0 実績

の

0

活動指標名 単位

計画

高

0 計画 0
令和 5年度

４

揚

令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

安全灯を新規で12基設置した。
実　績

通学路交通安全検討会議において検討し、優先的に設置することとされた12箇所に、安全灯設置を行った。
理　由

地域の声を集約した

－

学校長や区長からの要望に応じて、通学路等の安全を確保するため安全灯の設置を継続す
今後の取組

る。

１　防災

事務事業評価書 233



基本 力・

所　　属 3

災

00500 市民課 会　

害

計 1 一般会計

科　目 0

対

20110 総務費・総

応

務管理費・消費者保護

力

対策費

事　業 0101

を

00 消費者保護対策費

高

(共通)

悪質な訪問販

め

売や架空請求など消費

施 ま

者の抱える問題が年々

す

増加しているため、西

【

諸地域３市町の広域連

方

携によ

り「西諸県地域

針

消費生活相談窓口（小

】

林市 市民課内）」を

４

設置し、専門の消費生

消

活相談員による消費生

費

活相

談を行う。また、

者

消費者被害を未然に防

策

保

止するため、消費者行

護

政強化交付金事業に取

対

り組み、消費者保護に

策

努

事業概要 める。

「西

の

諸県地域消費生活相談

強

窓口」に係る一部経費

化

については、えびの市・高原町からの負担金による。

西諸管内での消費生活相談件数　

期

４

間目標 令和６年度　200件、　令和７年度　200件、　令和８年度　200件

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 1,854 0 1,290 221 3,365

令和 6年度実績

－

0 3,481 0 1,049 1,901 6,431

成果指標名 消費生活相談窓口の相談件数 単位 件

計画 200 計画 200
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 200

実績 180 実績 222

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

１

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和６年度の相談実績は222件と相談件数は増加している。
実　績

広報紙

　

等を活用し相談窓口の周知に努めた。
理　由

消費生活相談窓口の周知に努めるほか、高齢者を対象とした出前講座等も開催し、啓発活動にも力を入れてい
今後の取組

く。

防災
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基本 ・安全

所　

で

　属 301000 生活

安

環境課 会　計 1 一般会

定

計

科　目 040301

し

衛生費・上水道費・上

た

水道費

事　業 0101

給

00 水道事業会計繰出

水

事業費(共通)

水道事

施 を

業で建設改良のために

確

発行した企業債の元利

保

償還金の2分の1相当

し

額を繰り出すための経

ま

費である。また

、小林

す

市簡易水道事業特別会

【

計に地方公営企業法を

方

全部適用することに伴

針

い、平成30年４月１

】

日に小林市水道

事業特

策

１

別会計と統合。

事業概

健

要

総務省通知に従い一

全

般会計より支出する。

な

期間目標

国庫支出金 県

経

支出金 地方債 その他 一

営

般財源 事業費計 （千円

で

）

令和 5年度実績 0

市

0 0 0 169,990

民

169,990

令和 

が

6年度実績 0 0 0 0 1

４

誇

69,343 169,

れ

343

活動指標名 単位

る

計画 0 計画 0
令和 5

水

年度 令和 6年度 令和

道

 7年度計画 0
実績 0

事

実績 0

活動指標名 単位

業

計画 0 計画 0
令和 5

の

年度 令和 6年度 令和

確

 7年度計画 0
実績 0

立

実績 0

活動指標名 単位

－

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

総務省通知に基づいて繰り出した。
実　績

地方公営企業法により繰り出すことになっている。
理　由

水道事業に対し適切な操出を行う。
今後の取組

２　安心
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基本 ・安全

所　　属 501

で

000 住民生活課（須

安

木庁舎） 会　計 1 一般

定

会計

科　目 04010

し

3 衛生費・保健衛生費

た

・環境衛生費

事　業 0

給

20300 上長谷水道

水

維持管理事業費(須木

施 を

)

上長谷地区は水道施

確

設の未整備地区であり

保

、地区住民の生活の質

し

の向上を目的として安

ま

全で安定的な生活用水

す

の供給を実施する。

な

【

お、水道使用料として

方

、1,000円×12

針

月×４件=48,00

】

0円を徴収する。

事業

策

２

概要 ※定期点検　毎週

安

１回　　※水質検査　

心

四半期に１回　　※自

、

主点検　毎月１回

水道

安

施設（ろ過槽、排水地

全

、水源地等）の定期的

で

な点検及び清掃作業を

お

実施し、安全な生活用

い

水の供給を行う

期間目

し

標 。

国庫支出金 県支出

４

い

金 地方債 その他 一般財

水

源 事業費計 （千円）

令

の

和 5年度実績 0 0 0

供

48 920 968

令和

給

 6年度実績 0 0 0 48 784 832

活動指標名 施設点検・清掃 単位 回

計画 52 計画 52
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画

－

52
実績 52 実績 52

活動指標名 水質検査（11項目） 単位 回

計画 12 計画 12
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4

実績 12 実績 7

活動指標名 自主点検 単位 回

計画 12 計画 12
令和 5年度 令和 6年度 令和 7

２

年度計画 12
実績 12 実績 12

水道施設の点検・清掃は、毎週１回実施した。水質検査７回、再検査２回を実施した。また、毎月１回以上担
実　績

当課（住民生活課）の調査も実施し、水道水の安全確保に努めた。

水質検査

　

は毎月１回を予定したが、検査を委託した業者が検査を行っていなかったため検査回数が減った。
理　由

飲料用に使用する生活用水であり、安全性の確保から慎重な施設管理が重要であるため。

引き続き、施設の安全管理、

安

生活用水の安定供給に努める。
今後の取組

心
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基本 ・安全

所　　属 601000

で

住民生活課（野尻庁舎

安

） 会　計 1 一般会計

科

定

　目 040103 衛生

し

費・保健衛生費・環境

た

衛生費

事　業 0304

給

00 小規模水道整備事

水

業費(野尻)

野尻区域

施 を

内に４つ（大王・鵜戸

確

原、西鵜戸原、角内、

保

湯之元）の小規模水道

し

組合がある。

市が敷設

ま

する水道の区域外に居

す

住する住民は、共同又

【

は個人で設置した小規

方

模水道施設を利用して

針

生活用水を

確保する必

】

要があり、生活基盤と

策

３

なる小規模水道施設を

水

建設、増設、改修する

道

場合に市が補助金を交

施

付する。

事業概要

対象

設

組合に対して補助を行

・

うことで、速やかに修

管

繕等を行い、対象地区

路

住民の生活基盤の整備

の

と生活環境の改

期間目

強

標 善を図る。

国庫支出

４

靭

金 県支出金 地方債 その

化

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 430 430

令和 6年度実績 0 0 0 0 409 409

成果指標名 改修施設数 単位 件

計画 1 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実

－

績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

小規模水道施設の改修に対して補

２

助金交付を行った。（大王・鵜戸原）
実　績

汲み上げポンプの老朽化により、給水量が急激に低下したことにより、早急に施設修繕を行い地区住民の生活
理　由

用水を確保し、生活基盤の整備が必要だったため。

各小規模水

　

道組合における整備計画等を把握するとともに、必要な補助金の交付を行う。
今後の取組

安心
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基本 な

6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

住宅使用料の滞納者に未納のお知らせ通知、電話催告、臨戸訪問等を行い、収納率の維持・向上に努めたが、
実　績

令和6年度の住宅使用料の収納率は、93.5％（令和7年5月3

住

1日現在）であり、目標を4.0ポイント下回った。

新規の未納者が増加している要因として、物価高騰の影響や経済状況が未回復となっていること等が考えられ
理　由

る。

住宅使用料の滞納者に対し、催告書の送付、電話

環

催告、臨戸訪問、連帯

所

保証人への通知等を早

　

めに行い、収納
今後の

　

取組
率向上に努める。

属

また、新規の滞納者を

1

作らないようにし、今

0

後も収納率97.5％

2

以上を目指す。

50

境

0 管財課 会　計 1 一般

の

会計

科　目 07010

整

1 土木費・土木管理費

備

・土木総務費

事　業 0

を

40100 特殊旅館審

推

議会運営事業費(共通

進

)

特殊旅館の建築につ

施 し

いては、「特殊旅館審

ま

議会」を開催し特殊旅

す

館に該当するかどうか

【

審査を行い、該当すれ

方

ば建設に対し規制を行

針

う。

事業概要

環境を害

】

する恐れのある特殊旅

１

館の建設に対し規制を

誰

行い、快適で良好な環

も

境を維持する。

期間目

策

が

標

国庫支出金 県支出金

暮

地方債 その他 一般財源

ら

事業費計 （千円）

令和

し

 5年度実績 0 0 0 0

や

13 13

令和 6年度

す

実績 0 0 0 0 0 0

活動

い

指標名 特殊旅館審議会

住

単位 回

計画 1 計画 1
令

環

和 5年度 令和 6年

境

度 令和 7年度計画 1

４

の

実績 0 実績 0

活動指標

推

名 単位

計画 0 計画 0
令

進

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和６年度の審議会の実施はな

－

し。
実　績

特殊旅館の建設等に係る案件がなかったため。
理　由

今後も、特殊旅館の計画案件が発生した際は、審議会を実施し審査を行う。
今後の取組

３

所　　属 102500 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 070501 土木費・住宅費・住宅管理費

事　業 010100 市営

　

住宅管理事業費(共通)

住宅を賃貸管理することで、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することができる。

事業概要

○住宅困窮者や低額所得者の居住の安定を図る。

期間目標 ○住宅使用料の収納率向上

国庫支出金 県支

良

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 9,730 0 9,730

令和 6年度実績 0 0 0 15,242 0 15,242

活動指標名 住宅使用料の収納率向上 単位 ％

計画 97.50 計画 97.50
令

好

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 97.50
実績 95.80 実績 93.50

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 
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基本 な住環

所　　属 10250

境

0 管財課 会　計 1 一般

の

会計

科　目 07050

整

1 土木費・住宅費・住

備

宅管理費

事　業 020

を

100 市営住宅維持補

推

修費(共通)

必要な修

進

繕及び改修を行うこと

施 し

で市営住宅の維持管理

ま

が図られ、住民生活の

す

居住の安定に寄与する

【

ことができ

る。

 

事業

方

概要

市営住宅の適正な

針

維持管理を行う

期間目

】

標

国庫支出金 県支出金

１

地方債 その他 一般財源

誰

事業費計 （千円）

令和

も

 5年度実績 0 0 0 2

策

が

0,789 0 20,7

暮

89

令和 6年度実績

ら

0 0 0 15,486 1

し

15,487

活動指標

や

名 既存市営住宅のバリ

す

アフリー化率の向上（

い

政策空家を除く） 単位

住

％

計画 20.59 計画

環

23.50
令和 5年

境

度 令和 6年度 令和 

４

の

7年度計画 23.50

推

実績 17.90 実績 1

進

8.40

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績

－

0 実績 0

住宅の雨漏り、排水詰まりや漏水、床や壁等の修繕、ガス風呂釜の交換などの住宅修繕を行い、良好な住環境
実　績

の整備に努めた。

築20年以上経過し、老朽化した市営住宅が多いため修繕の依頼が多くなってき

３

ている。
理　由

今後も入居者の居住の安定を図るため、市営住宅の整備に努めていく。入居者の高齢化が進んでいるためバリ
今後の取組

アフリー化を随時行っていく。

　良好
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基本 な住

所　　属

環

102500 管財課 会

境

　計 1 一般会計

科　目

の

070101 土木費・

整

土木管理費・土木総務

備

費

事　業 080100

を

木造住宅等耐震化促進

推

事業費(共通)

旧耐震

進

基準木造住宅の耐震診

施 し

断前後の相談及び説明

ま

、又は地域での耐震診

す

断の普及活動等のため

【

に耐震診断士

を派遣す

方

る木造住宅耐震アドバ

針

イザー派遣を行う。耐

】

震診断を行う住宅所有

２

者に対し、その費用の

木

一部を補助

する。耐震

造

診断を行った結果、耐

策

住

震改修が必要と診断さ

宅

れた住宅所有者又は使

耐

用者に対し、耐震改修

震

を行う費

事業概要 用の

化

一部を補助する。

地震

の

の被害から市民の生命

推

・財産を守るために、

進

小林市内に存する木造住宅の耐震化を積極的に促進していく

期間目

４

標 。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 1,574 858 0 0 3,536 5,968

令和 6年度実績 2,997 1,375 0 0 4,946 9,318

活動指標名 耐震診断 単位 件

計

－

画 16 計画 16
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 16

実績 8 実績 11

活動指標名 耐震改修 単位 件

計画 2 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 2 実績 5

活動指標名 危険ブロック塀除去 単位 件

計画

３

3 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 0 実績 2

令和６年度については、耐震診断11件、耐震改修5件、ブロック塀除却2件であった。
実　績

対象者へのダイレクトメール通知に加え、能登半島地震が

　

発生したことにより、耐震対策に対する関心が高ま
理　由

り、相談件数も増加し、耐震診断及び改修件数は前年度より増加した。

ローコスト事業の提案者や、広報やダイレクトメールを送ることで耐震化に対しての事業強化

良

を行っていく。
今後の取組

好
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基本 な住

所　　属 102

環

500 管財課 会　計 1

境

一般会計

科　目 070

の

101 土木費・土木管

整

理費・土木総務費

事　

備

業 110100 空き家

を

対策事業費(共通)

市

推

内全域の空き家調査を

進

、H30年度に実施し

施 し

、1,418件の空き

ま

家を確認した。また、

す

計画を策定する上で、

【

所有

者等へのアンケー

方

トを実施し、「小林市

針

空家等策定計画」を令

】

和元年に策定した。危

３

険な特定空家等の認定

空

作

業や、関連団体との

家

連携を強化し、空家に

策

対

対する新たな支援策等

策

を検討していく。空家

の

の数についても、毎年

推

事業概要 調査を実施し

進

ていく予定としている。

令和３年度からは、特定空き家判定や緊急時の空き家倒壊対策を行う。

特定空屋調査件数　令和６年度　17

４

件、令和７年度　10件、令和８年度　10件

危険な空家等を調査し、特定空き家の確認をし、空き家を減少させ、住環境の向上をめざす。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度

－

実績 385 0 0 0 1,451 1,836

令和 6年度実績 0 0 0 0 796 796

活動指標名 特定空家等調査件数 単位 件

計画 7 計画 10
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10

実績 22 実績 17

活動指標名 特定空家認

３

定 単位 件

計画 1 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和６年度は、小林市空家等対策計画により、相談

　

のあった空家について所有者等の特定調査を17件実施した
実　績

。

本年度の相談内容に応じ、必要な調査ができ、所有者へ指導を行った。
理　由

管理がされておらず、近隣に対し危険な空家に対し特定空家等の認定を行い

良

、指導を継続的に実施する。
今後の取組

好
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基本 基

円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,665 2,665

令和 6年度実績 0 0 0 0 2,881 2,881

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

所

実績 0 実績 0

活動指標

　

名 単位

計画 0 計画 0
令

盤

　

和 5年度 令和 6年

属

度 令和 7年度計画 0

2

実績 0 実績 0

活動指標

0

名 単位

計画 0 計画 0
令

2

和 5年度 令和 6年

0

度 令和 7年度計画 0

0

実績 0 実績 0

会計年度

0

任用職員の雇用により

建

、道路行政に関する事

設

務が円滑に遂行された

を

課

。
実　績

会計年度任用

会

職員の雇用により、道

　

路行政の事務遂行に当

計

たり円滑に遂行された

1

。
理　由

円滑な道路行

一

政の事務遂行のため、

般

引き続き実施していく

会

。
今後の取組

計

科

整

　目 070101 土木

備

費・土木管理費・土木

し

総務費

事　業 0101

ま

00 土木管理事業費(

す

共通)

円滑な道路行政

【

の遂行を図るため外郭

方

団体や関係機関の負担

施

針

金等の管理経費を計上

】

する。また、道路愛護

１

デー

の実施については

生

、８月第１日曜日に区

活

長を中心とし、市内一

道

円の道路清掃を実施す

路

る。

事業概要

国県及び

の

関係市町村が道路行政

整

の現状と課題を把握し

備

、市の施策に反映させ

策

るため関係市町村等の主催する各

期間目標 種団体に加入。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 16 9,835 9,851

令和 6年度実績 0 0 0 19 9,420 9,439

活

４

動指標名 道路愛護デー市民参加者数 単位 人

計画 11,000 計画 11,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 11,000

実績 10,790 実績 10,225

活動指標名 県道26号の改良工事に係る事業費 単位

－

千円

計画 50,000 計画 50,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 50,000

実績 200,000 実績 120,000

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実

４

績 0

外郭団体や関係機関と連携して県への要望活動を行った。また、道路愛護デーも計画どおり行うことができた
実　績

。

特になし。
理　由

道路改良促進のため、今後も県への要望活動を行う。また、道路愛護デーの取組も

　

継続して行うが、地域住民
今後の取組

の高齢化が進んでいるので、熱中症対策のため短時間での実施を呼びかけていく。

生

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 010300 土木管理事業

活

費(須木)

道路行政を円滑に推進するため、関係機関との連絡調整を密にし充実を図る。

事業概要

道路の現状を把握し、市民からの要望に的確な対応を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千
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基本 基

年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

適正な維持管理に努めることができた。
実　績

作業員３名によりパトロールほか維持業務に努めたため。
理　由

高齢化及び人口

所

減により、管理区域を

　

増やす。
今後の取組

盤

　属 600500 地域

を

振興課（野尻庁舎） 会

整

　計 1 一般会計

科　目

備

070101 土木費・

し

土木管理費・土木総務

ま

費

事　業 010400

す

土木管理事業費(野尻

【

)

各種研修や連絡調整

方

の旅費等。

事業概要

的

施

針

確な土木行政施策の策

】

定や現状把握により、

１

市民からの要望に対応

生

できる体制を作る。

期

活

間目標

国庫支出金 県支

道

出金 地方債 その他 一般

路

財源 事業費計 （千円）

の

令和 5年度実績 0 0

整

0 0 44 44

令和 6

備

年度実績 0 0 0 0 46

策

46

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年

４

度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

土木関連事業の現場において、状況に応じた工種工法で施工対応することができた。
実　績

定期的な購読誌から最新の土木技術や資材情報を取得しているため。
理　由

職員の

－

資質向上のため知識教養を深めさせる。
今後の取組

４

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070201 土木費・道路橋りょう費・道路橋りょう総務費

事　業 010400 道路橋りょう管理事業費(野尻)

道路維持作業班で216路線の市道

　

及び認定外道路等の点検･整備･沿道の草刈、剪定などの作業を行う。

 

事業概要

良好な維持管理を実施することで、常に安全で安心な市民生活ができる状態とする。

期間目標 こまめなメンテナンスを実施することで、経年

生

劣化による車両等の不具合を防ぎ、日々の作業効率を高める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 13,961 13,961

令和 6年度実績 0 0 0 0 16,707 16,

活

707

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5
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基本 基

19千円　

安心で安全な市民生活の維持を図り、緊急性が高くまた経済効果につながる路線等の工事を実施する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千

所

円）

令和 5年度実績

　

0 0 28,400 0 1

盤

　

3,839 42,23

属

9

令和 6年度実績 0

2

0 21,000 0 14

0

,859 35,859

2

成果指標名 事業実施箇

0

所 単位 箇所

計画 40 計

0

画 40
令和 5年度 令

0

和 6年度 令和 7年

建

度計画 40
実績 17 実

設

績 16

活動指標名 単位

を

課

計画 0 計画 0
令和 5

会

年度 令和 6年度 令和

　

 7年度計画 0
実績 0

計

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 5

一

年度 令和 6年度 令和

般

 7年度計画 0
実績 0

会

実績 0

市民が安心安全

計

に通行利用できるよう

科

に実施した。
実　績

パ

整

　

トロール点検をはじめ

目

、市民の要望調整を図

0

りながら対応したため

7

。
理　由

今後、舗装路

0

面等の傷みが増加する

2

ため、修繕計画策定を

0

行い実施していく。
今

1

後の取組

土木

備

費・道路橋りょう費・

し

道路橋りょう総務費

事

ま

　業 020100 道路

す

台帳整備事業費(共通

【

)

台帳と現況を精査し

方

、台帳上と相違が見ら

施

針

れる路線や改良・認定

】

等で変更のあった路線

１

の測量を実施し、道路

生

台帳や道路図面等の修

活

正・作製作業を行なう

道

。

 

事業概要 　令和４

路

年度(実績)　　９路

の

線

　令和５年度(実績

整

)　　４路線

　令和６

備

年度　　　　１５路線

策

　

前年度に改良等の完成した路線、新しく市道認定した路線の道路台帳や道路図面等を作製し、交付税算定とし

期間目標 て計上できるよう要件を充たすために整備する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （

４

千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,372 2,372

令和 6年度実績 0 0 0 0 517 517

活動指標名 台帳整備路線数 単位 路線

計画 15 計画 15
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5

実績 4 実績 2

活動指標名 単

－

位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

予算の範囲内で道路台帳整備を実施した。
実　績

特になし

４

。
理　由

今後も計画的に事業を行う。ただし、近い将来、抜本的なシステムの改修が必要と思われる。
今後の取組

　

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070202 土木費・道路橋りょう費・道路維持費

事　業 010400 市道補修事業費

生

(野尻)

主に下記内容にて市道補修事業を実施する。

次の市道補修事業を実施する。

優先順位　　　　　　　　　延長　　　　　　　事業費

事業概要 ①野々崎線　　　　　　　　L= 15.3m　　　　　 5,855千

活

円

②新町・沖ノ尾線　　　　　L= 66.0m  　 　　  7,955千円

③烏帽子岳・釘松線　　　　L=127.5m  　 　　  8,030千円

*修繕料他　　　　　　　　　　　　　　　　　 14,0
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基本 基

を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 298,858 0 314,300 0 6,117 619,275

令和 6年度実績 273,

所

804 0 391,90

　

0 2,098 32,4

盤

　

69 700,271

活

属

動指標名 道路改良路線

6

数 単位 路線

計画 9 計画

0

9
令和 5年度 令和 

0

6年度 令和 7年度計

5

画 6
実績 9 実績 9

活動

0

指標名 橋梁・トンネル

0

補修数 単位 箇所

計画 6

地

計画 2
令和 5年度 令

域

和 6年度 令和 7年

を

振

度計画 4
実績 6 実績 2

興

活動指標名 舗装補修延

課

長 単位 ｍ

計画 800 計

（

画 800
令和 5年度

野

令和 6年度 令和 7

尻

年度計画 860
実績 1

庁

,117 実績 1,28

舎

6

計画通り事業を実施

）

した。舗装補修につい

会

ては計画以上の成果が

整

　

上がった。
実　績

舗装

計

補修を公共施設等適正

1

管理事業債を活用し実

一

施したため。
理　由

今

般

後も計画に基づき事業

会

を行う。
今後の取組

計

科　目

備

070203 土木費・

し

道路橋りょう費・道路

ま

新設改良費

事　業 01

す

0400 市単独整備事

【

業費(野尻)

次の継続

方

路線の道路改良事業を

施

針

実施する。

 

【令和６

】

年度】

事業概要 　①牟

１

田原・舟戸線（継続路

生

線）　　工事請負費　

活

33,328千円　事

道

務費　700千円

　②

路

東麓・石瀬戸線（継続

の

路線）　　工事請負費

整

　17,672千円

諸

備

交通の安全を確保して

策

交通の円滑化、事故防止、生活環境整備に併せて地域経済の振興を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 30,800 0 2,116 32,916

令和 6年度実績

４

0 0 51,500 0 127 51,627

成果指標名 事業実施路線数 単位 箇所

計画 1 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 1 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画

－

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

市民の安心安全な通行確保を目指し事業を実施した。
実　績

工事費の見直しや安価な設計手法に取り組み的確な事業の

４

進捗を図ったため。
理　由

旧野尻町内の改良要望及び幹線道路等の計画見直し等を行い、効率的な道路交通網整備を実施する。
今後の取組

　

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070203 土木費・道路橋りょう費・道路新設改良費

事　業 030100 社会

生

資本整備総合交付金事業費(共通)

道路・橋梁・トンネルの点検を行い、計画的に補修する。

 

　令和５年度　道路改良９路線、橋梁長寿命化計画策定、舗装補修　ほか

事業概要 　令和６年度　道路改良９路線、橋梁長寿命

活

化計画策定、舗装補修　ほか

  令和７年度　道路改良６路線、橋梁長寿命化計画策定、舗装補修　ほか

幹線道路網の整備及び道路・橋梁・トンネルの点検を行い、計画的な補修により安心・安全に通行できる状態

期間目標
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基本 基

所　

盤

　属 202000 建設

を

課 会　計 1 一般会計

科

整

　目 070301 土木

備

費・河川費・河川改良

し

費

事　業 010200

ま

河川等整備事業費(小

す

林)

管理河川の内、河

【

川の氾濫等により２次

方

災害が起こる恐れのあ

施

針

る河川を優先的に土砂

】

撤去等を行う。

また、

１

特に危険な個所として

生

要望のあった箇所につ

活

いては年次的に整備を

道

する。

 

事業概要 　令

路

和５年度　河川整備　

の

１河川

　令和６年度　

整

河川整備　４河川、河

備

川浚渫　２河川

　令和

策

７年度　河川整備　２河川、河川浚渫　３河川

 　

通常の大雨では周辺の耕作地等への二次災害が起きないような状態にする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 69

４

,729 0 4,462 74,191

令和 6年度実績 0 0 113,200 0 2,112 115,312

活動指標名 河川整備 単位 河川

計画 1 計画 4
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 1 実績 4

活動指標名 河川修

－

繕 単位

計画 2 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 5 実績 1

活動指標名 河川浚渫 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 1

計画通り三松川の事業を実施した。河川浚渫

４

を実施した。
実　績

河道断面を広くし、洪水時の水位を下げるため。
理　由

今後も計画的に整備、補修を行う。
今後の取組

　生活
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基本 基

852 10,852

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計

盤

画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

道路橋りょう管理作業員の雇用により、須木地

所

区内の市道における清

　

掃、軽微な舗装等を迅

　

速に行うことがで
実　

属

績
きた。

職員だけでは

2

、迅速に対応できない

を

0

須木地区内の道路の整

2

備を行い、住民生活の

0

安全性を確保できたた

0

め。
理　由

道路の清掃

0

及び軽微な舗装は、今

建

後も頻繁に必要となる

設

ため、引き続き実施し

課

ていく。
今後の取組

会　

整

計 1 一般会計

科　目 0

備

70201 土木費・道

し

路橋りょう費・道路橋

ま

りょう総務費

事　業 0

す

10200 道路橋りょ

【

う管理事業費(小林)

方

土木行政に関する管理

施

針

経費（道路維持管理の

】

短期間雇用の職員賃金

２

・公用車等の維持管理

安

・重機借上等）のほ

か

心

発生主義に伴う寄附採

、

納や法定外財産公共物

安

の管理等の境界立会等

全

を随時行う。また、引

な

き続き、道路維持

関係

道

職員の資質向上に必要

策

路

な研修・担当者会議等

づ

に係る経費を計上した

く

。

事業概要

所有権移転

り

登記作業を速やかに実

の

施する。

期間目標 道路

推

維持関係機関との連絡

進

調整

担当者会議・研修への積極的参加

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計

４

（千円）

令和 5年度実績 0 0 0 6,761 20,143 26,904

令和 6年度実績 0 0 0 0 24,748 24,748

成果指標名 嘱託登記件数 単位 件

計画 10 計画 10
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10

－

実績 4 実績 3

成果指標名 各種研修参加者数 単位 人

計画 5 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5

実績 16 実績 27

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

嘱託登

４

記の件数が計画より少なかった。
実　績

各種研修の参加者は計画よりかなり多かった。

公共嘱託登記を行う案件が少なかったため。
理　由

関係職員の資質向上のため、研修会に積極的に参加したため。

今後も計画に基づき事

　

業を行う。
今後の取組

所　　属 500500 地域

生

振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070201 土木費・道路橋りょう費・道路橋りょう総務費

事　業 010300 道路橋りょう管理事業費(須木)

市道等維持管理のため道路・排水路の清掃、軽微な補修を行う。

活

事業概要

道路維持補修の実施により、安全な市民生活を維持する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 10,259 10,259

令和 6年度実績 0 0 0 0 10,
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基本 基

債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 24,900 0 7,606 32,506

令和 6年度実績 0 0 12,800 0 10,033 22,833

活動指標名 舗装打換面積 単位 ㎡

計画 3,400 計画 1,28

盤

1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 800

実績 3,241 実績 1,345

活動指標名 市道修繕箇所数

所

単位 箇所

計画 13 計画

　

13
令和 5年度 令和

　

 6年度 令和 7年度

属

計画 13
実績 11 実績

2

11

活動指標名 伐開作

を

0

業委託地区数 単位 地区

2

計画 10 計画 10
令和

0

 5年度 令和 6年度

0

令和 7年度計画 10

0

実績 10 実績 11

舗装

建

打換面積A＝3，24

設

1㎡、市道修繕箇所数

課

11箇所、伐開作業委

会

託地区数11地区を実

　

施した。
実　績

計画ど

整

計

おりに実施することが

1

でき、通行車両の安全

一

と歩行者の安全性を高

般

めることができた。
理

会

　由

通行車両の安全と

計

歩行者の安全性を高め

科

るため、舗装の状態が

　

悪い箇所から、引き続

目

き、路面改良を伴う舗

0

装
今後の取組

改修を行

備

7

っていく。

0202 土木費・道

し

路橋りょう費・道路維

ま

持費

事　業 01020

す

0 市道補修事業費(小

【

林)

市道補修修繕計画

方

及び点検により、直営

施

針

及び外注により補修等

】

を実施する。

 

　令和

２

５年度　修繕、伐開業

安

務委託　ほか

事業概要

心

　令和６年度　修繕、

、

伐開業務委託　ほか

　

安

令和７年度　修繕、伐

全

開業務委託　ほか

側溝

な

通水断面確保・舗装路

道

面破損補修・流末排水

策

路

路整備により車両及び

づ

歩行者が安心して通行

く

ができるように

期間目

り

標 補修を行う。

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

推

の他 一般財源 事業費計

進

（千円）

令和 5年度実績 0 0 41,263 0 25,608 66,871

令和 6年度実

４

績 0 0 42,100 49 23,762 65,911

活動指標名 側溝・舗装等修繕箇所 単位 箇所

計画 50 計画 50
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 20

実績 42 実績 19

活動指標名 側溝・舗装等工事箇所 単位 箇所

計

－

画 5 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5

実績 9 実績 9

活動指標名 除草・伐開委託延長 単位 ｋｍ

計画 120 計画 120
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 93

実績 122 実績 93

修繕箇所が計画より

４

少なかった。伐開委託料は事業見直しにより延長を縮小した。
実　績

修繕については、1箇所にかかる費用が増えたため。
理　由

地域の要望や巡回で確認した箇所を中心に、計画的に実施していく。
今後の取組

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会

生

計

科　目 070202 土木費・道路橋りょう費・道路維持費

事　業 010300 市道補修事業費(須木)

主要市道の経年劣化が進行し、舗装面の亀裂や剥離、段差等が見受けられる。

交通の円滑化を図るため、緊急性かつ経

活

済効果のあるものから修繕・工事により整備を行う。

また、伐開作業により市道の維持管理を行う。

事業概要 　

路面の改修、段差の解消を行い、通行車両の負担軽減と歩行者の安全を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方
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基本 基

40
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 112.40 実績 232

成果指標名 舗装面積 単位 ㎡

計画 1,050 計画 1,115
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 121 実績 1,062

活動指標名

盤

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

施工延長L＝232ｍ、舗装面積

所

A＝1062㎡を実施

　

した。
実　績

舗装工事

　

を行ったことにより、

属

通行者の安全確保、舗

2

装面の段差解消を図る

を

0

ことができた。
理　由

2

幅員狭小により安全に

0

走行できる道路の整備

0

が必要なため、引き続

0

き改良工事を行ってい

建

く。
今後の取組

設課 会　

整

計 1 一般会計

科　目 0

備

70203 土木費・道

し

路橋りょう費・道路新

ま

設改良費

事　業 010

す

200 市単独整備事業

【

費(小林)

市道路線の

方

中で、幅員が狭く急カ

施

針

ーブ・急勾配で見通し

】

の悪い箇所や児童の通

２

学路及び歩行者にとっ

安

て危険な

箇所など緊急

心

性の高い路線から年次

、

的に整備する。

 

事業

安

概要 　令和５年度　道

全

路改良９路線

　令和６

な

年度　道路改良５路線

道

　令和７年度　道路改

策

路

良３路線

緊急性の高い

づ

路線の整備により、児

く

童や歩行者が安心・安

り

全に通行できる状態を

の

目指す。

期間目標

国庫

推

支出金 県支出金 地方債

進

その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 122,294 0 6,948 12

４

9,242

令和 6年度実績 0 0 156,300 12 9,945 166,257

活動指標名 道路改良路線数 単位 路線

計画 9 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 8 実績 5

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和

－

 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

計画通り事業を実施した。
実　績

事業の見直しをし、路線数を減らしたため。

４

理　由

現在計画している路線の整備を着実に進めていく。
今後の取組

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070203 土木費・道路橋りょう費・道路新設改良費

事　業 010300 市単独整備事業費(須木)

須木地区の市道は大型車両の

生

通行が多く、路面舗装及び構造物等の損傷が著しく、また幅員狭小の箇所が多い

状況である。

安全を確保するため年次的に道路整備を行う。

事業概要

舗装面の段差解消等を行い、安全に走行できる道路の整備を行う。

期間目

活

標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 19,900 0 96 19,996

令和 6年度実績 0 0 13,700 0 8 13,708

成果指標名 施工延長 単位 ｍ

計画 350 計画 271.
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基本 基

6年度 令和 7年度計画 0
実績 2 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

２路

盤

線の側溝有蓋化を実施し通学路等の安全確保ができた。
実　績

通学路における転落等の事故防止を未然に防ぐ取

所

り組みを推進したため

　

。
理　由

市道点検及び

　

通学路点検等において

属

施工箇所の事業優先順

2

位策定を行い実施する

を

0

。
今後の取組

2000 建設課 会　

整

計 1 一般会計

科　目 0

備

70203 土木費・道

し

路橋りょう費・道路新

ま

設改良費

事　業 020

す

200 バリアフリー整

【

備事業費(小林)

道路

方

の舗装、歩道の段差解

施

針

消及び側溝蓋等の設置

】

など安全性の確保を図

２

る。

 

　令和５年度　

安

側溝改修４路線、舗装

心

打換２路線、段差解消

、

１路線

事業概要 　令和

安

６年度　側溝改修３路

全

線、舗装打換３路線、

な

段差解消１路線

特に身

道

体障がい者、子ども、

策

路

高齢者等の交通弱者が

づ

安心・安全に生活でき

く

るよう、道路、歩道等

り

を整備する。

期間目標

の

国庫支出金 県支出金 地

推

方債 その他 一般財源 事

進

業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 44,925 0 5,049 49,974

令和 6年

４

度実績 0 0 29,300 0 3,277 32,577

活動指標名 側溝改修 単位 路線

計画 4 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 2 実績 4

活動指標名 舗装打換･段差解消 単位

計画 3 計画 4
令和 5年度 令和 

－

6年度 令和 7年度計画 0
実績 8 実績 4

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

計画通りに事業を実施した。
実　績

特になし。
理　由

事業見直しによる交通安全施設整備事業

４

へ統合。
今後の取組

所　　属 600500 地域振

　

興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070203 土木費・道路橋りょう費・道路新設改良費

事　業 020400 バリアフリー整備事業費(野尻)

野尻町区域内の市道1路線の側溝有蓋化工事を実施する。

　優先順位　

生

　路線名　　　延長　　  　事業費

　①新町・旧町線　　　　L= 107.7m　  5,000千円　 

事業概要

段差等の解消や側溝を有蓋化することにより歩行者や高齢者などの安全を確保する。

期間目標

国庫支出

活

金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 15,000 0 0 15,000

令和 6年度実績 0 0 5,000 0 0 5,000

成果指標名 事業実施路線数 単位 箇所

計画 2 計画 1
令和 5年度 令和 
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基本 基

ら14ｍに変更し、測量設計、補償調査を経て、令和９

期間目標 年度の完工を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 140,892 0 139,500 0 43,228 323,

盤

620

令和 6年度実績 102,434 0 69,600 2,854 4,822 179,710

活動指標名 補償契

所

約件数 単位 件

計画 12

　

計画 6
令和 5年度 令

　

和 6年度 令和 7年

属

度計画 9
実績 12 実績

2

4

活動指標名 土地購入

を

0

契約件数 単位 件

計画 9

2

計画 4
令和 5年度 令

0

和 6年度 令和 7年

0

度計画 5
実績 8 実績 3

0

活動指標名 工事の進捗

建

率 単位 ％

計画 0 計画 0

設

令和 5年度 令和 6

課

年度 令和 7年度計画

会

0
実績 0 実績 0

令和６

　

年度においては、再算

整

計

定の結果補償契約４件

1

と土地購入３件となっ

一

た。
実　績

再算定の結

般

果、補償額が増となり

会

予算に不足が生じたた

計

め。
理　由

令和７年度

科

においては、令和６年

　

度補正と合わせて予算

目

の確保ができたことか

0

ら、残りの案件につい

備

7

て補償契
今後の取組

約

0

及び土地購入契約を年

2

度内に完了する。

04 土木費・道

し

路橋りょう費・交通安

ま

全対策費

事　業 010

す

100 交通安全施設整

【

備事業費(共通)

交通

方

危険箇所を減らし、道

施

針

路の安全性を向上させ

】

、市民の安心・安全を

２

確保するため、カーブ

安

ミラー・防護柵

・区画

心

線の設置、段差解消や

、

側溝の更新、舗装打換

安

を行う。

 

事業概要 　

全

令和５年度　カーブミ

な

ラー設置、区画線整備

道

、防護柵設置、側溝改

策

路

修、舗装打換、段差解

づ

消

　令和６年度　カー

く

ブミラー設置、区画線

り

整備、防護柵設置、側

の

溝改修、舗装打換、段

推

差解消

カーブミラー・

進

防護柵・区画線の設置を行い、交通危険箇所を減らし、側溝改修や段差解消を実施し、道

４

路の

期間目標 安全性を向上させ市民の安心・安全を確保する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 5,890 2,050 7,940

令和 6年度実績 0 0 0 0 7,813 7,

－

813

活動指標名 カーブミラー 単位 基

計画 5 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5

実績 5 実績 5

活動指標名 防護柵 単位 ｍ

計画 200 計画 200
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 200

実績 145 実

４

績 109

活動指標名 区画線 単位 ｍ

計画 2,000 計画 2,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2,000

実績 2,910 実績 2,690

防護柵設置が計画より少なかった。
実　績

区画線設置の延長が増加した

　

ため、防護柵設置が減となった。
理　由

地域の要望も踏まえ、優先順位をつけ計画的に実施していく。
今後の取組

生

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070403 土木費・都市計画費・街路事業費

事　業 020200 都市計画道路整備事業費(小林)

都市

活

計画道路（市役所通線）延長Ｌ＝180ｍの改良工事を実施する。

 

 

事業概要 令和６年度　用地買収・建物補償

令和７年度　用地買収・建物補償

令和８年度　工事

都市計画道路・市役所通線の計画幅員について、11ｍか
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基本 基盤

所　　属 2

を

02000 建設課 会　

整

計 1 一般会計

科　目 1

備

00201 災害復旧費

し

・公共土木施設災害復

ま

旧費・河川等災害復旧

す

費

事　業 010100

【

河川等災害復旧事業費

方

(共通)

自然災害によ

施

針

り被災した道路等の復

】

旧を行う。

事業概要

被

２

災箇所の早期復旧を行

安

う。

期間目標

国庫支出

心

金 県支出金 地方債 その

、

他 一般財源 事業費計 （

安

千円）

令和 5年度実

全

績 153,372 0 6

な

1,900 0 67,6

道

20 282,892

令

策

路

和 6年度実績 100

づ

,361 0 51,73

く

4 64,684 70 2

り

16,849

活動指標

の

名 災害箇所数 単位 箇所

推

計画 0 計画 0
令和 5

進

年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 40 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

４

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

小林地区4箇所、須木地区3箇所の災害が発生した。
実　績

例年より災害件数が

－

少なかった。
理　由

災害箇所の早期復旧に努める。
今後の取組

４

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 100201 災害復旧費・公共土木施設災害復旧費・河川等災害復旧費

事　業 030100 単独災害復旧事業費(共通)

自然災害により被災した道路等の復

　

旧を行う。

事業概要

被災箇所の早期復旧を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 21,800 0 272 22,072

令和 6年度実績 0 0 20,966 21 2 20

生

,989

活動指標名 災害箇所数 単位 箇所

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 35 実績 23

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

活

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

災害件数が23件で、例年並であった。
実　績

梅雨前線豪雨や台風10号の影響を受けたため。
理　由

早期復旧に努める。
今後の取組
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基本 基

績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

土砂除去2箇所を実施した。
実　績

計画通りに実施することができた。周辺住民の安全性を向上し、農地へ

所

の被害を抑えることが

盤

　

できた。
理　由

周辺住

　

民の生活環境を守るた

属

め、市河川の維持管理

2

を引き続き行っていく

0

。
今後の取組

2000 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070101 土

備

木費・土木管理費・土

し

木総務費

事　業 020

ま

100 県営急傾斜地崩

す

壊対策事業費負担金(

【

共通)

県営事業で施工

方

した事業費の１割を市

施

針

で負担する。

 

　令和

】

６年度　小林地区(川

３

無・永田町)

事業概要

自

　令和７年度　小林地

然

区(川無・永田町)

市

が

内の急傾斜地崩壊危険

け

区域の指定を受けた区

地

域でがけ崩れ等のおそ

の

れがある箇所を年次ご

整

とに整備する。

期間目

策

備

標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 4,400 0 3,800 8,200

令和 6年度実績 0 0 4,300 0 500 4,800

活動指標名 該当箇所数 単位 箇所

計画 3 計画 2
令和

４

 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2
実績 2 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実

－

績 0 実績 0

小林地区(川無・永田町)の事業を実施した。
実　績

計画通りに実施したため。
理　由

県と協議しながら、早期完成に向けて事業を行う。
今後の取組

４

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070301 土木費・河川費・河川改良

　

費

事　業 010300 河川等整備事業費(須木)

近年は局地的な集中豪雨が多く、河川氾濫による周辺住宅や農地への被害が拡大している。

河川巡視を行い、現況の悪い箇所を修繕・工事により整備していく。

事業概要

河床

生

の整備により河川のスムーズな流れを確保し、周辺住民の生活環境を守る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 1,700 0 489 2,189

令和 6年度実績 0 0 1

活

,700 0 489 2,189

活動指標名 河川修繕箇所数 単位 箇所

計画 8 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 3 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実
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基本 基

ｍ　　　 593千円

災害箇所を早急に復旧し、機能回復を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 8,200

所

0 29 8,229

活動

盤

　

指標名 実施個所数 単位

　

計画 0 計画 3
令和 5

属

年度 令和 6年度 令和

2

 7年度計画 0
実績 0

0

実績 3

活動指標名 単位

2

計画 0 計画 0
令和 5

0

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

0

実績 0

活動指標名 単位

建

計画 0 計画 0
令和 5

を

設

年度 令和 6年度 令和

課

 7年度計画 0
実績 0

会

実績 0

実施個所は３箇

　

所とも繰越となった。

計

実　績

標準工期が確保

1

できないため。
理　由

一

早期の工事完了に努め

般

る。
今後の取組

会計

整

科　目 070503 土

備

木費・住宅費・自然災

し

害防止急傾斜地崩壊対

ま

策事業費

事　業 010

す

100 自然災害防止急

【

傾斜地崩壊対策事業費

方

(共通)

急傾斜地に居

施

針

住する住民の安全を確

】

保するため、県より２

３

分の１の補助を受けて

自

事業を実施する。

 

　

然

令和６年度　孝ノ子-

が

２地区：工事　　川無

け

-１地区　：測量設計

地

事業概要 　令和７年度

の

　孝ノ子-２地区：工

整

事　　川無-１地区　

策

備

：用地測量、工事

　令和８年度　孝ノ子-２地区：工事　　後川内-２地区：測量設計

早急に事業を完了し、住民生活の安全や安心を確保する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5

４

年度実績 0 8,700 11,200 0 2,527 22,427

令和 6年度実績 0 12,973 14,700 0 3,226 30,899

活動指標名 該当箇所数 単位 箇所

計画 1 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計

－

画 2
実績 1 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

計画通り、孝ノ子-2地区

４

の工事、川無地区の測量設計を実施した。
実　績

特になし。
理　由

事業の早期完成に向けて早急に工事に着手する。
今後の取組

　

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 100301 災害復旧費・その他公共施設・公用施設災害復旧費・その他

生

公共施設・公用施設災害復旧費

事　業 010400 その他公共施設・公用施設災害復旧事業費(野尻)

大雨等により被災したその他公共施設・公用施設の施設利用への影響や被害を防ぐために災害復旧事業に復旧

を行う。

 

活

事業概要 【令和６年度実施個所】

　①野尻有機センター排水路　　L=80.0ｍ　　87,301千円

　②漆野原地区道路　　　　　　L=11.0ｍ　 　3,894千円

　③大塚原公園排水路　　　　　L= 7.1
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基本 基

度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

所

実績 0 実績 0

種子田河

盤

　

川公園の草刈り作業を

　

委託により行った。
実

属

　績
トイレの修繕は、

5

地元との協議の結果行

0

わなかった。

５年度の

0

地元協議では、トイレ

5

修繕を行い地元が管理

0

することになっていた

0

が、６年度の再協議で

地

は地元管理
理　由

が困

を

域

難となり、トイレも不

振

要となったため。

草刈

興

り作業は引き続き委託

課

により行うが、トイレ

（

については今後、解体

須

工事を行う必要がある

木

。
今後の取組

庁舎）

整

会　計 1 一般会計

科　

備

目 050105 農林水

し

産業費・農業費・農地

ま

費

事　業 030300

す

農村整備総務費(須木

【

)

須木地区で整備され

方

ている農業振興に伴う

施

針

施設等の維持・補修・

】

点検等を実施していく

４

。

事業概要

農林水産業

公

に関する業務を円滑に

園

進める。

期間目標 管理

・

する施設の円滑な運営

緑

国庫支出金 県支出金 地

地

方債 その他 一般財源 事

の

業費計 （千円）

令和 

整

5年度実績 0 0 0 68

策

備

5,615 5,683

令和 6年度実績 0 0 0 0 4,214 4,214

活動指標名 おどのが丘公園・鶴園河川公園清掃業務 単位 回

計画 52 計画 52
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 52

実績 52 実績 52

活動指標

４

名 草刈り業務 単位 回

計画 9 計画 9
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 9

実績 9 実績 9

活動指標名 ろ過施設点検業務 単位 回

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

公園の管理や須木農

－

産加工場の検査・修繕などを含む農林振興業に係る管理等を適切に執行した。
実　績

計画通りに執行ができたため。
理　由

住民生活の安全性を確保するため、引き続き実施する。
今後の取組

４

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管

　

理費・土木総務費

事　業 060200 河川公園管理事業費(小林)

ふれあいの場として公園内を健全な状態に維持するため草払を業務委託により行う。

事業概要

河川公園内にあるトイレは、浄化槽の清掃、保守点検を行い施

生

設の健全な状態を維持してきたが、浄化槽の漏

期間目標 水により現在トイレを休止している。令和５年度に河川公園の在り方について地元と協議した結果、地元管理

の広場として活用することを要望しており、令和６年度ト

活

イレ修繕を行う必要がある。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 171 171

令和 6年度実績 0 0 0 0 165 165

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年
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基本 基

進事業」によ

期間目標 り、当市の景観形成を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 318 0 5 4,107 4,430

令和 6年度実績 0 372 0 0 36

所

2 734

活動指標名 景

盤

　

観形成活動 単位 団体

計

　

画 3 計画 3
令和 5年

属

度 令和 6年度 令和 

6

7年度計画 3
実績 2 実

0

績 2

活動指標名 単位

計

0

画 0 計画 0
令和 5年

5

度 令和 6年度 令和 

0

7年度計画 0
実績 0 実

0

績 0

活動指標名 単位

計

地

画 0 計画 0
令和 5年

を

域

度 令和 6年度 令和 

振

7年度計画 0
実績 0 実

興

績 0

市民が行う景観形

課

成活動に対し小林市美

（

しい宮崎づくり推進事

野

業費補助金を交付し景

尻

観の形成を図った。
実

庁

　績

市民団体が積極的

舎

に補助事業を活用し活

）

動を行った。
理　由

県

整

会

補助を活用し引き続き

　

小林市美しい宮崎づく

計

り推進事業を行ってい

1

く。
今後の取組

一般会計

科　

備

目 070101 土木費

し

・土木管理費・土木総

ま

務費

事　業 09040

す

0 公園維持管理事業費

【

(野尻)

大塚原運動広

方

場の維持管理及び人工

施

針

芝管理機（トラクタ）

】

の点検、更衣室棟で必

４

要とされる消耗品等を

公

整備す

る。

公園の清掃

園

、草刈、剪定等の維持

・

管理を行い、景観を整

緑

えることで利用促進に

地

つなげる。

事業概要

適

の

正管理と景観維持によ

整

り利用増進を図る。

期

策

備

間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 1,903 7,304 9,207

令和 6年度実績 0 0 0 1,743 6,456 8,199

活動指標名 人工芝整備（トラクタ管理機

４

稼働） 単位 回

計画 6 計画 6
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 6

実績 6 実績 6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和

－

 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

グランド照明が落雷により不具合が発生したが、応急対応後復旧し利用者に安定かつ安全に利用いただいた。
実　績

施設周辺の草刈作業委託を行い良好な環境を維持し、人工芝の状

４

況に応じた管理機によるメンテナンスを実施
理　由

したため。また、防犯カメラを設置し施設の安全管理にも努めたため。

利用者が快適に利用できるよう草刈作業委託、更衣室清掃委託、人工芝管理等を適切に行う。
今後の

　

取組

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会

生

計

科　目 070401 土木費・都市計画費・都市計画総務費

事　業 010100 都市計画管理事業費(共通)

都市計画審議会・景観審議会を必要に応じて開催し、都市計画法・景観法の適正な運用を図る。

また、県の登録を

活

受けた団体が取り組む様々な景観形成活動への支援を行うことにより、官民協働による美し

い宮崎づくりを推進する。

事業概要

各審議会の開催により、都市計画法・景観法の適正な運用を図る。また、「美しい宮崎づくり推
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基本 基

めの補償金を支払う。
今後の取組

所

盤

　　属 202000 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070401 土

備

木費・都市計画費・都

し

市計画総務費

事　業 0

ま

20200 駅前東集会

す

所管理事業費(小林)

【

施設の貸出業務と施設

方

内の清掃、消防設備の

施

針

点検など適正な管理を

】

行う。

事業概要

適正な

４

維持管理を行うととも

公

に、施設の周知を図り

園

、新規利用者を増やす

・

。

期間目標

国庫支出金

緑

県支出金 地方債 その他

地

一般財源 事業費計 （千

の

円）

令和 5年度実績

整

0 0 0 116 109 2

策

備

25

令和 6年度実績 0 0 0 69 134 203

成果指標名 駅前東集会所利用者 単位 人

計画 4,500 計画 4,500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3,000

実績 2,228 実績 1,756

活動指標名 単位

計画

４

0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

集会所の利用者がやや減少した。
実　績

定例的に借りていた２団

－

体の利用がなくなったため。
理　由

今後も継続して市民活動の場を提供するため、貸出事業を行う。
今後の取組

４

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070401 土木費・都市計画費・都市計画総務費

事　業 030200 水利組合井戸ポンプ管理事業費(小

　

林)

沢牟田水利組合へポンプ電気料及び修繕料のための補償金を支払う。

事業概要

沢牟田水利組合の水田が存続する限りにおいて、水の供給を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和

生

 5年度実績 0 0 0 0 800 800

令和 6年度実績 0 0 0 0 800 800

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令

活

和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

沢牟田水利組合へ補償金を支払った。
実　績

特になし。
理　由

引き続き、ポンプ電気料及び修繕料のた
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基本 基

や街灯の修繕維持管理を実施してきた。
実　績

特になし。
理　由

今後も市民の安全確保を図れるよう維持管理に努める。
今後の取組

所

盤

　　属 202000 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070402 土

備

木費・都市計画費・土

し

地区画整理事業費

事　

ま

業 010200 土地区

す

画整理維持管理事業費

【

(小林)

小林駅南北土

方

地区画整理事業の街区

施

針

公園（６ヶ所）の草刈

】

・樹木の剪定・公園内

４

トイレの清掃を業務委

公

託によ

り行う。

事業概

園

要

街区公園（６ヶ所）

・

の維持管理に努め、市

緑

街地の景観の保全を図

地

り、訪れる方の満足度

の

を高める。

期間目標

国

整

庫支出金 県支出金 地方

策

備

債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,559 3,559

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,839 3,839

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

４

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

街区公園の草刈等の維持管理については計画

－

どおり行った。また、必要に応じて、街路灯等の修繕を行った。
実　績

特になし。
理　由

今後も継続して事業を行う。
今後の取組

４

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070403 土木費・都市計画費・街路事業費

事　業 010200 街路維持管理事業費(

　

小林)

街路事業により施工した伊東塚線他９路線及び１公園の維持管理（路面・側溝補修等、街路樹剪定・防虫薬剤

散布及び街路灯修繕・電気料支払い等）を実施する。

事業概要

街路の安全性や美観の維持に努める。

期間目

生

標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 4,518 4,518

令和 6年度実績 0 0 0 0 4,749 4,749

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 

活

7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

街路の街路樹管理
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基本 基

令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

都市公園（4ヶ所）、その他の公園等の草刈、樹木剪定、公園内

所

トイレ清掃、浄化槽維

盤

　

持管理、警備、遊具保

　

実　績
守点検を業務委

属

託により実施し良好な

2

環境維持に務めた。

特

0

になし。
理　由

今後も

2

適切な維持管理に務め

0

利用者に対し良好な環

0

境維持に努める。
今後

0

の取組

建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070404 土

備

木費・都市計画費・都

し

市下水路費

事　業 01

ま

0200 市街地下水路

す

管理事業費(小林)

都

【

市下水路の補修、土砂

方

の撤去等を実施する。

施

針

 

 

事業概要

年次的な

】

維持補修を行うことに

４

より、悪臭を防止し、

公

ハエ・蚊等の発生を抑

園

制し、良好な住環境の

・

保持を図る

期間目標 。

緑

また、調査によって判

地

明した上町下水路の老

の

朽化によるひび割れと

整

ずれについて早急に更

策

備

新工事を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 81 2,579 2,660

令和 6年度実績 0 0 0 0 869 869

活動指標名 下水路浚渫 単位 箇所

計画 10 計画 10
令和 

４

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実

－

績 0 実績 0

市街地下水路の支障木除去や補修及び法面修繕を実施し、下水路の適切な維持管理に務めた。
実　績

特になし。
理　由

市民に支障の出ないように市街地下水路の水門管理や施設の適切な維持管理に努める。
今後の

４

取組

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会

　

計

科　目 070405 土木費・都市計画費・公園費

事　業 010200 公園維持管理事業費(小林)

都市公園（４ヶ所）、その他の公園等の草刈、樹木剪定、公園内トイレ清掃、浄化槽維持管理、警備、遊具保

守点検を業務

生

委託により行う。

事業概要

都市公園及びその他の公園の維持管理に努め、誰もが本市の公園・緑地及び景観に満足できる状態を目指す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績

活

0 0 0 73 14,577 14,650

令和 6年度実績 0 0 0 0 15,823 15,823

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度
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基本 基

所

盤

　　属 202000 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070405 土

備

木費・都市計画費・公

し

園費

事　業 04020

ま

0 都市公園整備事業費

す

(小林)

小林市公園施

【

設長寿命化計画及び利

方

用者からの要望に基づ

施

針

き、都市公園内に設置

】

してある遊具や施設の

４

更新等

を行う。

 

事業

公

概要 　令和６年度　緑

園

ヶ丘公園・永田平公園

・

　　木製土留め改修、

緑

木製転落防止柵設置

全

地

ての利用者が安心して

の

公園を利用できるよう

整

、計画的に各都市公園

策

備

の老朽化した施設の更新等を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 10,000 10,000

令和 6年度実績 0 0 0 9,999 0 9,999

活動指標名 木製

４

転落防止柵設置 単位 箇所

計画 2 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 2 実績 1

活動指標名 木製法面土留め設置 単位 箇所

計画 1 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 1 実績 1

活動指標名

－

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

木製転落防止柵を整備した。また、法面の木製土留めを実施した。
実　績

特になし。
理　由

令和５年度に改定した長寿命化計画に沿って、維持管

４

理に関する事業展開を図る。
今後の取組

　生活
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基本 環境

所　　属

・

301000 生活環境

生

課 会　計 1 一般会計

科

活

　目 020115 総務

環

費・総務管理費・環境

境

保全対策費

事　業 01

を

0100 水資源保全対

保

策事業費(共通)

平成

全

23年度から実施して

施 し

いる湧水量調査につい

ま

ては、「同じ時期に、

す

同じ者が、同じ所で、

【

同じ機器により、

同じ

方

方法で調査する。」と

針

いう基本理念に基づき

】

、委託により行う。

ま

１

た、新規の規制井戸な

水

どの申請が提出された

資

際は、水資源保全審議

策

源

会に諮問し、許可の可

保

否について審議す

事業

全

概要 る。

湧水量調査結

対

果を分析し、今後の水

策

資源の保全に繋げる。

の

また、湧水地等の乱開

推

発を防止することによ

進

り、将

期間目標 来の湧水量の確保に繋げる。

国庫支出金 県支出金 地

４

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,745 1,745

令和 6年度実績 0 0 0 0 1,855 1,855

成果指標名 １日平均湧水量 単位 ㎥

計画 300,000 計画 300,000
令和 5年度

－

令和 6年度 令和 7年度計画 300,000
実績 305,872 実績 344,703

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和

５

 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

令和6年度実績は344,703㎥/日となっており、目標を達成している。
実　績

過去の調査結果分析により、湧水地によっては湧水量が降水量に左右されることが明らかとなっ

　

ており、目標
理　由

を達成しているものの、注視していく必要がある。

継続的な調査を実施することにより、限りある貴重な水資源の保全に取り組む。
今後の取組

自然

事務事業評価書 261



基本 環

なる向上を目指す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 25,994 638 26,632

令和 6年度実績 0 0 0 22,212 4,166 26,378

成果指標名 ご

境

みリサイクル率 単位 %

計画 67.60 計画 67.60
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 67.80

実

所

績 56.80 実績 55

　

.80

活動指標名 単位

　

計画 0 計画 0
令和 5

属

年度 令和 6年度 令和

3

 7年度計画 0
実績 0

・

0

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 5

0

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

0

実績 0

ごみリサイクル

生

率は、前年度と比べ約

活

1.8％の減となった

環

。
実　績

令和6年度の

境

ごみ総排出量の減少と

課

リサイクル対象物排出

生

会

量の減少及び人口減少

　

が要因である。
理　由

計

リサイクル率向上に向

1

け、効率的・効果的な

一

分別の再検討が重要で

般

あり、高齢者への支援

会

対策等も考慮し、分
今

計

後の取組
別のための情

科

報発信の充実や関係課

　

と連携し自治会加入の

活

目

促進にも努める。

040201 衛生費

環

・清掃費・清掃総務費

境

事　業 010100 廃

を

プラスチック処理事業

保

費(共通)

プラスチッ

全

ク製容器包装を週1回

施 し

収集し、中間処理施設

ま

において圧縮減容を行

す

い、日本容器包装リサ

【

イクル協

会が指定する

方

事業所へ引き渡す。ま

針

た、えびの市、高原町

】

分の中間処理を受託し

２

ている。

事業概要

事業

ご

を継続することにより

み

、最終処分場の延命化

策

減

を図る。また、製品の

量

更なる品質向上を図る

対

。

期間目標

国庫支出金

策

県支出金 地方債 その他

の

一般財源 事業費計 （千

推

円）

令和 5年度実績

進

0 0 0 7,746 17,461 25,207

令和 6年度実績 0 0 0 6,983 16,1

４

70 23,153

成果指標名 廃プラスチック製容器包装製品量 単位 t

計画 580 計画 580
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 570

実績 543 実績 517

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令

－

和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

廃プラスチック製容器包装製品量は、前年度と比べ約4.8％の減となった。
実　績

令和6年度のごみ

５

総排出量が過去13年間で過去最低の数値となっており、ごみ減量の傾向が進んでいることが
理　由

要因と考える。

経済や社会情勢と共に変化するリサイクル資源の動向を見据えながら、リサイクルの率及び実効性の向上に

　

取
今後の取組

り組む。

所　　属 301000 生活

自

環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040201 衛生費・清掃費・清掃総務費

事　業 020100 ごみ減量対策事業費(共通)

小林市廃棄物減量等推進審議会において廃棄物に関する諸問題について審議する。

リサイクル品分別

然

指導員を委嘱し、ごみの減量と適正な分別に努める。また、各地区に対し、リサイクル量に

応じた資源ごみ再利用推進謝礼金を交付し、更なるリサイクルの推進を図る。

事業概要

ごみの適正な分別に努め、リサイクル率の更
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基本 環

年度実績 0 0 0 0 4 4

成果指標名 参加世帯の割合 単位 %

計画 50 計画 50
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 43 実績 48

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実

境

績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

参加世帯数は約半

所

分程度の参加となって

　

いる。3年前から徐々

　

に事業の見直しを行っ

属

ていく中、本年度区長

3

会
実　績

にて、当課が

・

0

主導で行う事業は終了

1

し、各区にて今後の方

0

針を図っていただくよ

0

うお願いした。

各組で

0

参加の有無があり、各

生

区長に令和7年度の区

活

の総会等で意見を聴取

環

していただきたいと依

境

頼をしている
理　由

。

課

今後事業を行うのであ

生

会

れば各区主導で行って

　

いただくため。

ボラン

計

ティアごみ袋の配布等

1

のサポートを行ってい

一

く。
今後の取組

般会計

科　

活

目 040202 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 010100 ご

を

み収集運搬事業費(共

保

通)

清掃工場の管理及

全

び各集積場に排出され

施 し

たごみを収集し適正な

ま

処理施設に運搬する。

す

また、分別の不十分な

【

も

のに対し、指導、啓

方

発を行う。

平成25年

針

度から収集運搬業務を

】

法人に委託し、平成3

２

1年度からは、最終処

ご

分場を含めた清掃工場

み

業務を委託し

事業概要

策

減

ている。

令和５年度か

量

ら３年間はプロポーザ

対

ル契約を行っている。

策

各家庭から排出された

の

ごみを迅速かつ適正に

推

収集、処分することに

進

より、衛生的な環境を目指す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費

４

計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 95 218,566 218,661

令和 6年度実績 0 0 0 0 217,009 217,009

成果指標名 ごみの総排出量 単位 t

計画 5,700 計画 5,700
令和 5年度 令和 6年度 令

－

和 7年度計画 5,326
実績 5,774 実績 5,404

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

５

実績 0 実績 0

ごみの総排出量は、前年度と比べ約6.4％の減となった。
実　績

ごみ排出人口減による。
理　由

家庭ごみの集積所への排出推進を図る。（事業系ごみへの排出防止）
今後の取組

　

所　　属 601000 住民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 0402

自

02 衛生費・清掃費・塵芥処理費

事　業 010400 ごみ収集運搬事業費(野尻)

県の「クリーンアップ宮崎」に併せて、野尻地区において「クリーンアップ野尻」として毎年11月の第3日曜

日に居住地域周辺の環境美化

然

活動を実施する。

事業概要

資源ごみの分別や不法投棄禁止等の環境問題に対する市民意識の向上を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 197 197

令和 6
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基本 環

上） 単位 年

計画 50 計画 50
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 50

実績 53 実績 49

成果指標名 不燃ごみ処理量 単位 t

計画 800 計画 800
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 800

実績 912 実績 93

境

3

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

埋立可能年数は、前

所

年度と比べ４年間の減

　

となった。
実　績

硬質

　

プラスチック及び指定

属

ごみ袋（容器包装リサ

3

イクル対象外）の処分

・

0

方法の変更により、埋

1

立量及び埋立物
理　由

0

飛散防止の覆土量が増

0

加したことによる。

今

0

後も施設の延命化を第

生

一に考え、必要な定期

活

修繕やメンテナンス等

環

を行う。
今後の取組

境課

生

会　計 1 一般会計

科　

活

目 040202 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 020100 ご

を

み収集運搬事業費（臨

保

時）(共通)

塵芥収集

全

車について、基本的に

施 し

前回の更新から10年

ま

を経過した車両、また

す

は走行距離20万km

【

を超えた車両につ

いて

方

更新する。

令和３年度

針

：塵芥収集車１台の更

】

新

事業概要 令和４年度

２

：災害ごみの受入を実

ご

施（令和４年台風14

み

号被災分）

令和５年度

策

減

：災害ごみの受入を実

量

施（令和５年台風６号

対

被災分）

令和６年度：

策

災害ごみの受入を実施

の

令和７年度：塵芥収集

推

車１台の更新

塵芥収集

進

車を適期に更新することにより、安全な収集業務を行うとともに、修繕等に係る経費の軽

４

減や業務の

期間目標 効率化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 更新実施（予定）車両 単位 台

計画 0 計画 0
令和 5年

－

度 令和 6年度 令和 7年度計画 1
実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

車

５

両更新がなかった。
実　績

車両更新がなかった。
理　由

車両の年数や走行距離、車両の状況に応じて更新する。
今後の取組

　

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040202 衛生費・清掃費・塵芥処理費

事　業 030100 最終処分場管理費(共通)

最

自

終処分場に搬入された燃やさないごみやリサイクルで回収できない粗大ごみなどが飛散しないよう、適正に

埋め立を行う。

また、浸出水処理施設の定期的な修繕等を行い、適正な管理を行う。

事業概要

最終処分場全体の施設

然

延命化を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 11,186 11,186

令和 6年度実績 0 0 0 0 10,943 10,943

成果指標名 埋立可能年数（理論
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基本 環

地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 1 0 1

令和 6年度実績 0 0 0 1 0 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和

境

 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令

所

和 7年度計画 0
実績

　

0 実績

利息分を積み立

　

てた。
実　績

将来の解

属

体等の費用負担に備え

3

、基金の積立を行う必

・

0

要がある。
理　由

将来

1

の解体等の費用負担に

0

備え、基金の積立を行

0

う。
今後の取組

0 生活環境課

生

会　計 1 一般会計

科　

活

目 040202 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 040100 ご

を

み処理対策事業費(共

保

通)

市のごみやリサイ

全

クル品を適正な方法、

施 し

処分先で焼却処分、リ

ま

サイクル等を行う。

燃

す

やすごみ：九州北清

生

【

ごみ：小林堆肥センタ

方

ー

事業概要 リサイクル

針

品：ホシヤマ等

燃やさ

】

ないごみ、粗大ごみ：

２

小林市最終処分場

収集

ご

した廃棄物を適正に分

み

別処理し、更なる循環

策

減

型社会の構築を図る。

量

期間目標

国庫支出金 県

対

支出金 地方債 その他 一

策

般財源 事業費計 （千円

の

）

令和 5年度実績 0

推

0 0 1,811 88,

進

419 90,230

令和 6年度実績 0 0 0 1,744 82,675 84,419

成果指

４

標名 スチール缶リサイクル 単位 t

計画 23 計画 23
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 23

実績 22 実績 20

成果指標名 アルミ缶リサイクル 単位 t

計画 55 計画 55
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 55

－

実績 48 実績 45

成果指標名 古紙リサイクル 単位 t

計画 600 計画 600
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 600

実績 486 実績 410

スチール缶、アルミ缶はほぼ前年度並みであるが、古紙は前年度と比べ15

５

.6％の減であった。
実　績

リサイクル対象物全体の排出量が減少してきているのが要因と思われる。
理　由

リサイクル率の更なる向上に取り組む。
今後の取組

　

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040202 衛生費・清掃費・塵芥処理費

事　業 06

自

0100 旧霧島美化センター事務組合施設管理運営基金積立事業費(共通)

現時点で、最終処分場の廃止や粗大ごみ焼却施設の廃止が終わっておらず、将来、解体等が必要になるのに備

え、決算余剰金等を原資として基金を

然

造成する。

令和３年度基金積立額　 67,433千円

事業概要 今後の解体費用(推定)　164,142千円（小林市負担割合 50％）

将来の解体等の費用負担に備え、基金の積立を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金
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基本 環境

所　　属 301

・

000 生活環境課 会　

生

計 1 一般会計

科　目 0

活

40103 衛生費・保

環

健衛生費・環境衛生費

境

事　業 010100 墓

を

地管理事業費(共通)

保

上町墓地及び堂渕墓地

全

の管理及び貸出業務を

施 し

行う。

墓地管理として

ま

、墓地内の草刈りを年

す

３回、トイレ清掃を月

【

２回行う。

事業概要

市

方

営墓地の環境及び利便

針

性の向上を図る。

期間

】

目標

国庫支出金 県支出

３

金 地方債 その他 一般財

環

源 事業費計 （千円）

令

境

和 5年度実績 0 0 0

策

教

545 1,093 1,

育

638

令和 6年度実

の

績 0 0 0 584 667

推

1,251

活動指標名

進

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度

４

令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

適切な管理により、安心して参拝できる環境を維持することができ、管理に対する市民からの苦情等

－

もなかっ
実　績

た。

定期的な草刈りやトイレ清掃管理、市民からの要望により危険箇所の修繕等を実施した。
理　由

これからも市民が安心安全に参拝することができるように、定期的に職員による巡回を実施するなど、適切

５

な
今後の取組

維持管理に努める。

　自然
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基本 環

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

境

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

実　績

理　由

今後

所

の取組

　　

・

属 301000 生活環

生

境課 会　計 1 一般会計

活

科　目 020111 総

環

務費・総務管理費・公

境

害対策費

事　業 010

を

100 環境保全管理事

保

業費(共通)

河川浄化

全

等推進員のパトロール

施 し

による状況等の報告及

ま

びゴルフ場内や周辺地

す

下水、主要河川、産廃

【

施設周辺の

水質等検査

方

を実施する。苦情相談

針

等に対し、速やかに適

】

切に対応する。携帯電

５

話等基地局設置におい

生

ては、適

切かつ公正に

活

当事者間の調整を図る

策

排

。

事業概要 また、地球

水

温暖化防止については

処

、多くの対策が課せら

理

れるため、早急に市民

対

や事業者への啓発等を

策

行う。

定期的な水質検

の

査や河川浄化等推進員

推

による河川パトロール

進

を継続し、河川の水質保全を図る。生活苦情

４

に対

期間目標 し、敏速に対応し、苦情件数の削減に努める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 4,371 4,371

令和 6年度実績 0 0 0 54 4,274 4,328

成

－

果指標名 市庁舎等二酸化炭素排出量 単位 t-CO2

計画 6,999 計画 6,959
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 6,919

実績 7,952 実績 8,913

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年

５

度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

小林市地球温暖化対策実行計画（事務事業編：H30.3月改訂）に基づく市庁舎等のCO2排出

　

量削減状況を確認・
実　績

分析するため、エネルギー使用量調査を実施した。

新型コロナウイルスによる事業の自粛が次第に収束・再開し、各種燃料の使用量が軒並み増加したことによる
理　由

もの。

今後も省エネの推進や

自

啓発を行う。また、小林市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を改訂する。
今後の取組

然

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 060100 還付等事業費(共通)

事業概要

期間目標

国庫支出金 県支出金 地
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基本 環

標としている。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 34,381 15,346 0 0 22,543 72,270

令和 6年度実績 35,116 14,473 0 0 22,276 71,8

境

65

成果指標名 合併浄化槽設置補助基数 単位 基

計画 100 計画 100
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 100

実績 103 実績 98

成果指標名 特例

所

浄化槽設置整備事業補

　

助基数 単位 基

計画 10

　

計画 16
令和 5年度

・

属

令和 6年度 令和 7

3

年度計画 10
実績 17

0

実績 8

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 5

0

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

0

実績 0

通常分、特例分

生

ともに計画基数を下回

活

ることとなった。
実　

環

績

本年度の通常分につ

生

境

いては、満額補助の申

課

請が多く同額予算に対

会

して基数が伸びなかっ

　

た。
理　由

特例につい

計

ては、前年度の実績が

1

多かったため、一時的

一

に計画を見直したが平

般

均的な実績となった。

会

引き続き河川汚濁防止

計

の啓発や合併浄化槽設

活

科

置の推進を積極的に図

　

る。
今後の取組

目 040201 衛

環

生費・清掃費・清掃総

境

務費

事　業 03010

を

0 し尿処理施設管理事

保

業費(共通)

し尿をＫ

全

ＮＴクリーンセンター

施 し

で安全に処理し、処理

ま

水を河川に放流する。

す

事業概要

し尿の適切な

【

処理を行い、環境基準

方

値内にて処理水の放流

針

を行う。

期間目標

国庫

】

支出金 県支出金 地方債

５

その他 一般財源 事業費

生

計 （千円）

令和 5年

活

度実績 0 0 0 34,1

策

排

39 111,635 1

水

45,774

令和 6

処

年度実績 0 0 0 34,

理

056 114,861

対

148,917

成果指

策

標名 生し尿・浄化槽汚

の

泥年間搬入量 単位 t

計

推

画 29,300 計画 2

進

9,300
令和 5年度 令和 6年度 令和 

４

7年度計画 29,300
実績 29,709 実績 30,264

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画

－

0
実績 0 実績 0

年間搬入量は小林市分23,601ｔ、高原町分6,663ｔであった。前年度から555ｔの増となった。
実　績

生し尿は減少、浄化槽汚泥は増加している。公共下水道の加入戸数の増や合併浄化槽への転

５

換件数の増が要因
理　由

のひとつと考えられる。

基幹的設備改良工事が令和2年度に完了し、施設寿命の延伸に加えエネルギー効率が向上した。今後も適切な
今後の取組

維持管理により安定的な処理に努める。

　

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 04

自

0201 衛生費・清掃費・清掃総務費

事　業 050100 浄化槽設置補助事業費(共通)

市内全域のうち、公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業採択区域以外の区域において、汲み取り槽及

び単独処理浄化槽から合

然

併処理浄化槽に布設替えを行うものに対し設置補助金の交付を行う。

事業概要

循環型社会形成推進交付金（浄化槽設置整備事業）に基づく地域計画期間５年間（令和５年度～令和９年度）

期間目標 で800基の設置整備を目
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基本 環

1.60 計画 83.06
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 84.30

実績 82.10 実績 83.10

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

公共下水道加入戸数は

境

4,528戸、加入率は83.1％となった。
実　績

水洗化普及推進員の各戸訪問や、新築住宅における加入戸数が増加したものの、供用開始に伴い加入率が減少
理　由

した。

引き続き公共下水道の整備を行い早期に事業を

・

完了し、公共下水道へ

所

の加入促進に努める。

　

今後の取組

　属 80050

生

0 上下水道課 会　計 1

活

一般会計

科　目 070

環

404 土木費・都市計

境

画費・都市下水路費

事

を

　業 020200 雑排

保

水対策モデル維持管理

全

費(小林)

下水道区域

施 し

の未接続家屋からの生

ま

活排水を、新竹処理場

す

で浄化処理（沈殿処理

【

等）を施し、辻ノ堂川

方

に放流す

る。

事業概要

針

生活排水の浄化を確実

】

に行うため、処理場の

６

管理運営を的確に行う

公

。

期間目標

国庫支出金

共

県支出金 地方債 その他

策

下

一般財源 事業費計 （千

水

円）

令和 5年度実績

道

0 0 0 0 1,263 1

事

,263

令和 6年度

業

実績 0 0 0 0 1,43

の

5 1,435

活動指標

健

名 単位

計画 0 計画 0
令

全

和 5年度 令和 6年

経

度 令和 7年度計画 0

営

実績 0 実績 0

活動指標

４

の

名 単位

計画 0 計画 0
令

確

和 5年度 令和 6年

立

度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

清掃点検を確実に行うことで生活排水の浄化は確実に

－

成果を上げている。
実　績

公共下水道の整備が進んだことで、処理場上流域の公共下水道加入率が向上し、水質そのものが向上してきて
理　由

いるためである。

処理場流域の水質を監視し、公共下水道及び農業集落排水と併

５

せて河川の水質保全に努める。
今後の取組

所　　

　

属 800500 上下水道課 会　計 1 一般会計

科　目 070406 土木費・都市計画費・公共下水道費

事　業 010100 下水道事業会計繰出事業費(共通)

下水道使用料のみでは経費を賄えないため、下水道事業への繰出し

自

を行う。

事業概要

下水道への加入率向上と経費削減に努める。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 300,000 300,000

令和 6年度実績 0 0 0 0 300

然

,000 300,000

活動指標名 公共下水道加入戸数 単位 戸

計画 4,466 計画 4,546
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4,596

実績 4,474 実績 4,528

活動指標名 公共下水道加入率 単位 ％

計画 8
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基本 環境・

所　　属 8

生

00500 上下水道課

活

会　計 1 一般会計

科　

環

目 050105 農林水

境

産業費・農業費・農地

を

費

事　業 050100

保

農業集落排水事業会計

全

繰出事業費(共通)

農

施 し

業集落排水使用料のみ

ま

では経費を賄えないた

す

め、農業集落排水事業

【

への繰出しを行う。

事

方

業概要

農業集落排水へ

針

の加入率向上と経費削

】

減に努める。

期間目標

７

国庫支出金 県支出金 地

農

方債 その他 一般財源 事

業

業費計 （千円）

令和 

策

集

5年度実績 0 0 0 0 1

落

32,777 132,

排

777

令和 6年度実

水

績 0 0 0 0 136,0

処

00 136,000

活

理

動指標名 農業集落排水

施

加入戸数 単位 戸

計画 2

設

,040 計画 2,08

の

0
令和 5年度 令和 

効

6年度 令和 7年度計

４

率

画 2,095
実績 2,

的

071 実績 2,094

な

活動指標名 農業集落排

維

水加入率 単位 ％

計画 8

持

7.40 計画 89.1

管

2
令和 5年度 令和 

理

6年度 令和 7年度計画 89.76
実績 88.70 実績 89.70

活動指標名 単位

計画 0

－

計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農業集落排水加入戸数は2,094戸となり、加入率も89.7％となった。
実　績

水洗化普及推進員の各戸訪問や、新築住宅における加入戸数が増加した

５

ため。
理　由

引き続き、農業集落排水への理解を求めながら加入促進に努める。
今後の取組

　自然
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基本 生

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 45

活

0100 交通事業者物価高騰対策支援事業費(共通)

〇交通事業者に対し、支援金を支給する。

　市内公共交通

所

事業者（路線バス運行

　

者）・・・地域間幹線

　

バス３系統（宮崎線、

属

都城線、京町線）

事業

1

概要

交通サービスが安

交

6

定的に維持される。

期

0

間目標

国庫支出金 県支

5

出金 地方債 その他 一般

0

財源 事業費計 （千円）

0

令和 5年度実績 1,

企

342 0 0 0 1,63

画

8 2,980

令和 6

政

年度実績 2,695 0

策

0 0 0 2,695

活動

課

指標名 単位

計画 0 計画

通

会

0
令和 5年度 令和 

　

6年度 令和 7年度計

計

画 0
実績 0 実績 0

活動

1

指標名 単位

計画 0 計画

一

0
令和 5年度 令和 

般

6年度 令和 7年度計

会

画 0
実績 0 実績 0

活動

計

指標名 単位

計画 0 計画

科

0
令和 5年度 令和 

　

6年度 令和 7年度計

の

目

画 0
実績 0 実績 0

交通

0

サービスが安定的に維

2

持された。
実　績

おお

0

むね計画どおり市内公

1

共交通事業者への支援

0

が実施できた。
理　由

6

必要に応じて効果的な

総

支援事業を行っていく

務

。
今後の取組

費

確

・総務管理費・企画費

保

事　業 040100 地

を

域交通機関運行維持対

図

策事業費(共通)

小林

り

市地域公共交通計画に

施 ま

基づき、庁内公共交通

す

会議や地域公共交通会

【

議での協議等を行いな

方

がら事業を実施

する。

針

・路線バス…運行費補

】

助及び市内高校通学費

１

の助成

事業概要 ・コミ

市

ュニティバス運営等…

民

指定管理委託(R6～

の

R10)、利用者ニー

策

移

ズに沿ったダイヤやル

動

ートの見直し

・ＪＲ吉

手

都線…ＪＲ吉都線利用

段

促進協議会の運営及び

の

事業実施

・西小林駅ト

確

イレの管理

利用者ニー

保

ズを検証し、地域の実情に合わせて各公共交通事業の見直し等を行う。

期間目標 ＪＲ吉都

４

線は吉都線利用促進協議会を中心に、沿線自治体及び関係団体と連携した取組を実施する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 6,080 560 0 1,998 22,753 31,3

－

91

令和 6年度実績 6,053 534 0 1,900 24,023 32,510

成果指標名 コミュニティバス利用者数 単位 人

計画 24,000 計画 25,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 26,000

実績

６

23,324 実績 19,645

成果指標名 路線バス利用者数（京町線・祓川線・高原町役場線） 単位 人

計画 35,000 計画 36,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 37,000

実績 37,511 実績 43

　

,930

成果指標名 ＪＲ吉都線小林駅１日あたり乗車人員 単位 人

計画 356 計画 358
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 360

実績 373 実績 381

コロナ禍前（令和元年度）の利用者数までは戻っていない。
実

地

　績

公共交通の利用者数はコロナ禍以前の水準に徐々に回復していたが、近年の少子高齢化及び人口減少や自家用
理　由

車の高い保有率等により公共交通機関の利用需要が減少傾向にあるため。

現状や利用者ニーズの分析を

域

行い、利用者の増加に向けた利便性の高い地域公共交通体系の確立を図るととも
今後の取組

に、路線維持に向けて、運行ルートの効率化や便数の適正化を図る。
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基本 生

の日常生活を支える交通手段として利用されて

事業概要 いる。利用促進や利便性向上を図るため、アンケート調査などを実施して利用者等のニーズを把握し、効率的

な運行内容への見直しを図るとともに、安全性及び快適性

活

を保つため、バス停や運行経路の環境整備を行う。

利用促進と利便性向上を図り、効率的な運行形態へ見直しを

所

行う。

期間目標 地域公

　

共交通の充実を図ると

　

ともに、他の公共交通

属

事業との統廃合などの

5

必要性も含めて、市の

交

0

全体的な方向

性につい

1

て庁内交通会議、地域

0

交通会議・活性化協議

0

会等で協議・検討を行

0

う。

国庫支出金 県支出

住

金 地方債 その他 一般財

民

源 事業費計 （千円）

令

生

和 5年度実績 0 0 0

活

6,984 1,405

課

8,389

令和 6年

通

（

度実績 0 0 0 7,56

須

8 2,533 10,1

木

01

成果指標名 福祉バ

庁

ス利用者数 単位 延べ人

舎

計画 8,500 計画 6

）

,590
令和 5年度

会

令和 6年度 令和 7

　

年度計画 0
実績 5,5

計

72 実績 4,625

活

1

動指標名 単位

計画 0 計

の

一

画 0
令和 5年度 令和

般

 6年度 令和 7年度

会

計画 0
実績 0 実績 0

活

計

動指標名 単位

計画 0 計

科

画 0
令和 5年度 令和

　

 6年度 令和 7年度

目

計画 0
実績 0 実績 0

走

0

行に支障の出る大きな

3

故障が生じたが、即時

0

に代替バスで対応し、

確

1

運行に支障をきたすこ

0

とはなかった。全
実　

1

績
体的に、福祉バス、

民

通学バスともに利用者

生

は減少した。

人口減少

費

及び利用者の施設入所

・

や施設送迎の多様化、

社

宮崎交通の行うシニア

会

パスなどの影響もあり

福

、高齢者や
理　由

児童

保

祉

の利用者が減少したた

費

め。

令和７年度より新

・

ダイヤとして運行を開

社

始する。利用者アンケ

会

ートなどで情報を収集

福

し、利便性と効率性を

祉

重
今後の取組

視し適宜

総

見直しを行っていく。

務

また市公共交通会議等

費

でも今後の公共交通の

を

事

在り方を協議していき

　

たい。

業 160300 福

図

祉バス運行事業費(須

り

木)

事業は、三和交通

施 ま

株式会社に委託してい

す

る。

運行は、毎週金曜

【

日に１往復。祝日の時

方

は土曜日に振替運行。

針

年末年始（12月29

】

日から１月３日）を除

１

く。

令和３年４月から

市

、運行を定時定路線か

民

らデマンド型（電話予

の

約型）に変更した。

事

策

移

業概要 令和４年４月か

動

ら、帰りの運行時間の

手

「16時～17時」を

段

「13時30分～14

の

時30分」に変更した

確

（行きの運行時間

７時

保

～８時）。

交通空白地である須木区域内山地区の公共交通手段の維持及び確保と利用者の

４

利便性向上を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 560 21 581

令和 6年度実績 0 0 0 488 0 488

活動指標名 利用者数 単位 人

計画 120 計画 120
令

－

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 120
実績 207 実績 172

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 

６

7年度計画 0
実績 0 実績 0

利用者数は、昨年度と比較して減少している。
実　績

内山地区住民の定期利用者数は減少していないが、定期利用者以外の利用が減少したためと思われる。
理　由

地域住民及び事業受託者と連携し

　

ながら、交通空白地である須木内山地区の公共交通の維持を図る。
今後の取組

地

所　　属 601000 住民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費

事　業 160400 福祉バス運行事業費(野尻)

福祉バスとして野尻地

域

区の3地域で各2路線を運行し、それぞれ週2回一日2往復する。また、登校日には通学バ

スとして牟田原・猿瀬地区から野尻小学校まで往路1便を運行する。

交通弱者である高齢者の通院や買い物、児童の登校など地域で
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基本 生

計画 75 計画 75
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 75

実績 76.70 実績 75.20

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

活

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

年度当初の配付において、各中学校区ごとの配付会場にて

所

手渡しして説明したこ

　

とで、目標値を達成し

　

た。
実　績

一人ひとり

属

に使用方法を説明し、

5

利用方法の普及に努め

交

0

たため。
理　由

引き続

1

き利用者にとって利用

0

しやすい運用に努め、

0

高齢者の外出支援につ

0

なげる。
今後の取組

住民生活課

通

（須木庁舎） 会　計 1

の

一般会計

科　目 030

確

104 民生費・社会福

保

祉費・老人福祉費

事　

を

業 010300 高齢者

図

生きがい支援事業費(

り

須木)

単独では外出が

施 ま

困難な、須木区域内に

す

在住する概ね65歳以

【

上の高齢者等を対象に

方

、須木区域内での公共

針

施設、

医療機関、金融

】

機関、買い物、温泉施

１

設等への送迎を行う。

市

事業概要

高齢者等が住

民

み慣れた地域で安心し

の

て生活するために、外

策

移

出の支援を行う。

期間

動

目標

国庫支出金 県支出

手

金 地方債 その他 一般財

段

源 事業費計 （千円）

令

の

和 5年度実績 0 0 0

確

663 0 663

令和 

保

6年度実績 0 0 0 876 1 877

活動指標名 利用者延べ数（外出支援サービス事業） 単位

４

人

計画 2,400 計画 1,800
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,750

実績 1,371 実績 1,461

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

－

位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

利用者延べ数は、昨年度に比較して増加している。
実　績

免許返納者の新規の利用者が増えたことによるものと思われる。
理　由

事業者と連携し、

６

サービス利用対象者の把握に努め、利用者の増加を図る。
今後の取組

　

所　　属 351500 長寿介護課 会　計 1 一般会計

科　目 030104 民生費・社会福祉費・老人福祉費

事　業 140100 福祉タクシー料助成事業費(共通)

在宅の高齢者等（75歳以上の高齢者及び

地

重度障がい者）で外出支援が必要な人に、日常の移動手段の一つとし

て、タクシーを利用する場合に、料金の一部を助成する。

事業概要

高齢者等の自立支援の一環として、外出支援や閉じこもり防止等在宅生活を支援する。

域

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 941 10,290 11,231

令和 6年度実績 0 0 0 1,869 9,050 10,919

成果指標名 タクシー券利用率 単位 %
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基本 生活

所　　属

交

160500 企画政策

通

課 会　計 1 一般会計

科

の

　目 020106 総務

確

費・総務管理費・企画

保

費

事　業 440100

を

デマンド型交通実証運

図

行事業費(共通)

令和

り

５年度に引き続き、デ

施 ま

マンド型交通実証運行

す

計画に基づき、デマン

【

ド型交通の実証運行を

方

実施する。

また、利用

針

実績の分析や利用者の

】

声等を確認し、実証運

２

行の効果検証を行うこ

地

とで、デマンド型交通

域

への転換

可能性を検証

公

する。

事業概要 【実証

策

共

運行期間】第１期：令

交

和５年７月から令和６

通

年３月まで（９か月間

体

）

　　　　　　　　第

系

２期：令和６年４月か

の

ら令和６年１２月まで

構

（９か月間）

デマンド

築

型交通の導入により利便性向上及び事業継続の実現を目指し、新た

４

な運行形態を検討するため実証運

期間目標 行を実施する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 1,406 0 0 1,407 2,813

令和 6年度実績 0 0 0 2,730 0 2,73

－

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度

６

令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

令和６年度においては、第２期実証運行（令和６年４月１日～令和６年12月31日）を実施した結果、利用者は
実　績

延べ230人であった。１便当たりの利用者数は目標３

　

人に対して0.3人となった。

第１期実証運行（令和５年７月１日～令和６年３月31日）の実績等から判明した運行課題を改善し、実証運行
理　由

を実施したが利用者の増加には至らなかったため。

実証運行を終了し、引

地

き続き持続可能な公共交通を目指すため、移動施策の在り方について現状分析や研究を
今後の取組

行うこととする。

域
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基本 の

所　　属 300500 市民課 会　計 1 一般会計

科　目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費

事　業 010100 人権同和問題啓発推進事業費(共通)

部落差別をは

人

じめ、女性、子ども、高齢者、障がい者、外国人、性的少数者等に対する差別などあらゆる差別

をなくすため、市民の人権意識の高揚

所

を図る。

また、「人権

　

・行政・なやみごと相

　

談」の支援を行い、悩

属

み事や不安を解消し、

権

3

安心して暮らせるまち

0

を目指

事業概要 す。

人

0

権啓発講演会の参加者

5

数　

期間目標 令和６年

0

度　250人、　令和

0

７年度　300人、　

市

　令和８年度　300

民

人

国庫支出金 県支出金

課

地方債 その他 一般財源

会

事業費計 （千円）

令和

意

　

 5年度実績 0 0 0 0

計

3,412 3,412

1

令和 6年度実績 0 2

一

84 0 0 3,206 3

般

,490

成果指標名 事

会

業所における人権研修

計

参加人数 単位 人

計画 1

科

,000 計画 0
令和 

　

5年度 令和 6年度 令

目

和 7年度計画 0
実績

識

0

1,058 実績 0

成果

2

指標名 人権啓発講演会

0

の参加者数（令和６年

1

度～） 単位 人

計画 0 計

0

画 250
令和 5年度

1

令和 6年度 令和 7

総

年度計画 300
実績 1

務

75 実績 279

活動指

費

標名 人権行政なやみご

・

と相談件数 単位

計画 7

を

総

0 計画 70
令和 5年

務

度 令和 6年度 令和 

管

7年度計画 70
実績 2

理

7 実績 27

人権啓発講

費

演会への参加者は、2

・

79名の参加となり、

一

目標値を上回る結果と

般

なった。
実　績

なやみ

管

ごと相談件数は27件

理

と昨年同様であった。

高

費

市民向けの人権啓発イ

事

ベントとして、人権ふ

　

れあい映画祭と男女参

業

画市民講座を開催して

0

おり、参加人数が増
理

8

　由
加している。また

0

、市啓発協議会の総会

2

時に講師を招いて人権

0

啓発講演を実施してい

0

る。

人権条例を制定し

め

住

たので、より多くの事

宅

業所や団体で人権教育

新

・啓発を推進していく

築

。
今後の取組

人権・行

資

政・なやみごと相談日

金

の周知に努める。

等償還推

ま

進助成事業費(小林)

す

住宅新築資金等貸付金

施

【

については、債務者の

方

高齢化が進み、死亡、

針

生活保護受給や破産等

】

も増加しており回収

が

１

厳しい中、納付依頼書

人

発送や出張徴収、不動

権

産競売等を行いながら

教

回収に努める。

また、

育

回収困難な案件につい

及

ては、債務者及び保証

策

び

人の調査を行いながら

啓

債権放棄を行う。令和

発

５年度末時点

事業概要

活

の未償還額　1,07

動

4,159,552円

の

回収及び債権放棄の実

推

績　令和２年度　回収

進

額　3,273,071円　　債権放棄額　10,868,799

４

円（２件）

　　　　　　　　　　　　令和３年度　回収額　2,666,345円　　債権放棄額　13,193,665円（２件）

　　　　　　　　　　　　令和４年度　回収額　2,820,883円　　債権放棄額　

－

22,637,307円（２件）

債権放棄の実施。　令和６年度　５件　　令和７年度　５件　　　令和８年度　５件

期間目標 　　　　　　　　　　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度

７

実績 0 2,056 0 0 0 2,056

令和 6年度実績 0 3,082 0 0 0 3,082

成果指標名 債権放棄 単位 件

計画 5 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5

実績 17 実績 3

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

　

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

債権放棄３件
実　績

※事業費より歳入が多いため残額は一般財源へ

小林市申立に

市

よる抵当権の強制執行がされており、財産を消失している。債務者死亡又は施設入所等により今
理　由

後の徴収は見込めない。また、保証人は死亡しているため、徴収不可能である。

債務者、保証人の調査を行い、未収金の

民

縮減に努める。
今後の取組

回収困難な債権については、債権管理条例に基づき債権放棄を行う。
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基本 の人

所　　属 30050

権

0 市民課 会　計 1 一般

意

会計

科　目 02010

識

1 総務費・総務管理費

を

・一般管理費

事　業 1

高

20100 男女共同参

め

画推進事業費(共通)

ま

小林市男女共同参画審

す

議会及び小林市男女共

施

【

同参画行政推進会議に

方

おいて、「第３次小林

針

市男女共同参画基本

計

】

画」に基づく各課の取

２

組実績等の検討を行い

多

、男女共同参画社会の

様

実現に向けた取組を推

性

進し、加えて市民

講座

社

を開催する等、意識改

会

革に努める。また、Ｄ

策

の

Ｖ被害者の緊急的な一

実

時避難先の確保、裁判

現

所への保護命令

事業概要 申立書の手続きを支援する。 

審議会等における女性委員の割合

期間目標 令和６年度　39.6％　令和７年度　40.0％　令和８年度　40.0％

国

４

庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 130 130

令和 6年度実績 0 0 0 0 132 132

成果指標名 審議会等における女性委員の割合 単位 %

計画 39.20 計画 39.60
令

－

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 40
実績 28.20 実績 24.90

成果指標名 男女共同参画審議会の開催 単位 回数

計画 2 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 1 実績 1

成果指標名 研修等イベン

７

トの開催 単位 回数

計画 1 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 2 実績 1

審議会等への女性の登用率については24.9％で昨年度より下降した。
実　績

男女共同参画市民講座は定数を超える参加希望者が

　

あり啓発のための講座も開催できた。

女性委員の登用については、関係課に依頼し登用率向上を図っているが、向上には到っていない。宮崎県男女
理　由

共同参画地域地域推進員と情報共有を行い、市民への啓発を活発に行

市

った。

第3次小林市男女共同参画基本計画に基づき啓発活動を行い意識改革に取り組む。
今後の取組

女性の意思決定の場への参画の重要性について関係課に積極的な登用に向け呼び掛け、参画率の向上を図る。

民
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基本 化・

所　　属

多

162000 地方創生

文

課 会　計 1 一般会計

科

化

　目 020106 総務

共

費・総務管理費・企画

生

費

事　業 210100

を

国際化推進事業費(共

推

通)

行政や関係団体と

進

連携を図りながら国際

施 し

交流講座や日本語教室

ま

ＫＩＺＵＮＡ等を開催

す

し、外国人市民も地域

【

活

動に積極的に参画で

方

きる機会を提供し、互

針

いに顔の見える関係性

】

を築いていく。また、

１

市のホームページで外

市

国人市民が必要とする

民

防災や生活情報を英語

策

の

とやさしいにほんごで

国

、分かりやすく発信し

際

ていくと同時に、Ｓ

事

感

業概要 ＮＳを活用した

覚

情報発信も実施し、外

の

国人市民が地域社会の

醸

一員として安心して生

成

活できるよう支援を行う。

市民の国際感覚の醸成のため、関係機関

４

と連携し多文化理解等の講座を開催する。また、地域日本語教室の拠

期間目標 点を整備するとともに、多文化共生理解促進のためのプラットフォームを構築する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

－

令和 5年度実績 0 500 0 273 9,641 10,414

令和 6年度実績 0 382 0 314 8,380 9,076

活動指標名 地域日本語教室への参加者数（延べ/年） 単位 人

計画 90 計画 100
令和 5年度 令和 6年

８

度 令和 7年度計画 250
実績 234 実績 211

活動指標名 国際交流講座延べ参加者数（人/年） 単位 人

計画 110 計画 110
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 110

実績 76 実績 66

成果指標名 単位

計画 0 計画

　

0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

地域日本語教室の参加者数は年間の延べ参加者数が減少した。国際交流講座は、参加者は減少したが、職員研
実　績

修やサポーター養成講座を通して、職員や市

国

民の国際感覚の醸成につながった。

地域日本語教室は、企業からの要望がなく自転車安全講習会等が未実施となったため、参加者数は減少した。
理　由

県の補助事業なども活用し、継続して日本語教室を実施する。また、国

際

際交流事業は多文化共生イベントの継
今後の取組

続と国際交流員が計画する講座などを実施していく予定である。
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